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在宅認知症高齢者の排尿ケア研修の効果
―介護職員の排尿ケア自己効力感と

排尿ケア実施状況の受講前後の変化から―
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要旨

目的：介護職への在宅認知症高齢者の排尿ケア研修の効果を検証する．
方法：居宅系サービスの介護職 25 名を対象に認知症高齢者に対する排尿ケアの流れを図示した「快尿フローシート」を用
い，事例共有・講義・実習で構成される排尿ケア研修を実施，研修前後の排尿ケア自己効力感と排尿ケア実施状況の得点
を比較した．
結果：排尿ケアの自己効力感は受講後に有意に得点が上昇し「信頼を得た支援者として関わる」「排泄の困りごとを傾聴し
共感する」に顕著な上昇が認められた．排尿ケア実施状況は，有意差は認められなかった．
結論：本研修を通して介護職が認知症高齢者への排尿ケア実践を自ら振り返ることで，排尿ケア自己効力感の向上につな
がった．
キーワード：認知症，排尿ケア，フローシート

Effects of urination care training for older people with dementia
―changes in urination care self-efficacy and urination care implementation status before 

and after training among care worker －

Fumie Sato1）

Abstract：
Objective：To verify the effectiveness of urination care training for care workers．
Methods：Urination care training using the “Kainyo-flowchart，”which illustrates the flow of urination care for older people 
with dementia，was conducted with 25 care workers engaged in in-home services．Participants self-evaluated their 
urination care self-efficacy and urination care implementation status before and after the training using a standardized scale．
Results：The total score of the urination care self-efficacy scale significantly increased after the training．Notably，two 
sub-items，“Engaging as a trusted supporter” and “Listening to and empathizing with excretion problems，”showed 
significant improvement．While there was no significant difference in the overall score for urination care implementation 
status，specific items，such as “Anticipating movements and gestures indicating the urge to urinate” and “Checking 
whether an individual is awake or sleepless due to the urge to urinate during nighttime trips to the toilet，”improved 
after the training．
Discussion：Urination care training incorporating case sharing，lectures，and practice sessions may enhance care 
workers’self-efficacy in providing urination care by encouraging reflection on care practices for older people with 
dementia．
Keywords：dementia，urination care，flowchart
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はじめに
令和５年 6 月「共生社会の実現を推進するため

の認知症基本法」が成立した1）．認知症はトイレ
の場所や使い方がわからない，失禁に気づかない
など機能性失禁が必発する2）．失禁関連皮膚炎の
予防ケアが後手となり3）症状を的確に訴えること
が難しいため健康問題が悪化する．認知症高齢者
のおよそ半数に過活動膀胱が存在し，夜間頻尿は
日中の眠気をもたらし生活リズムの乱れ，混乱が
心理的不安につながる2）ことから，早期の介入と
適宜適切なケアが必要とされる．排尿自立指導料
の創設4）をきっかけに多職種による排尿自立支援
が注目され，スタッフへの排尿ケア研修による尿
路感染症予防や排泄動作の自立度改善の有用性が
報告されている5）．介護職を対象とした研修で，
介護施設の看護師と介護職の排泄ケアの協働に
よって，おむつを減らす自立支援への意識が上昇
したとの報告6）や，病院・施設の看護・介護職を
対象とした調査では，研修により排泄ケアに関す
る自己効力感が高まったとの報告がある7）．一方
で，在宅認知症高齢者に対して居宅系サービス（ケ
アプランに位置付けられた訪問系，通所系，短期
宿泊の介護支援）に従事する介護職にむけた，研
修の実践に関する報告や研究は少ない．居宅系
サービスは高齢者と関わる時間が限られ，ケア方
法の意見交換ができないことに対し介護職は困難
を感じ8），排泄ケアは介護職が苦手と感じる業務
の上位に位置づけられる9）．

目的
居宅系サービスに従事する介護職は，在宅認知

症高齢者への排尿ケアについての自己効力感や，
排尿ケアの実施に対する自己評価が低いと想定さ
れる．そこで居宅系サービスの介護職にむけて，
排尿ケア研修を企画・実施した．本研究の目的は

「在宅認知症高齢者に対する排尿ケア研修の，受
講前後の介護職の在宅認知症高齢者に対する排尿
ケア自己効力感，排尿ケア実施状況の変化を明ら
かにすること」である．

方法
1．研究方法

対象者は居宅系サービス事業所に勤務する介護
職．1950 年代から全国の市町村で家庭奉仕員，
臨時家政婦などの呼称で養成された介護職はその
後研修体系化がすすみ，現在は直接的な身体介護
を行う介護職に介護職員初任者研修の修了を求め
られることから，対象者は介護職員初任者研修修
了以上の者10）とした．

2 時間程度の排尿ケア研修を実施し，研修受講
前と受講 1 カ月後に自記式質問紙により回答を収
集した．

期間は 2020 年 4 月から 2022 年 5 月．
2．内容
1）「快尿フローシート」（図 1）

在宅認知症高齢者に対する排尿ケアのプロセス
のポイントを示す教材で，本研究のために排泄の
地域助け合いサロンの多職種で検討し独自に作成
し，本研究にて研修での使用許可を得た．排尿に
関する訴えを把握するための関わり方・態度に関
する内容（①注意関心，②環境・プライバシー，
③個別の声掛け）と，排尿症状の観察点（a 尿性状，
b 排尿困難，c 頻尿・夜間頻尿，d 尿失禁）の上
下 2 段の構成で，上段は介護福祉士養成研修の認
知症の理解にむけたテキスト11）をもとに，下段は
男性下部尿路症状診療ガイドライン12）・女性下部
尿路症状診療ガイドライン13）の一般医家診療ア
ルゴリズムを参考に，訪問介護や通所介護等の現
場で利用できるよう，具体的な方法を記載した．
内容，構成は泌尿器科専門医をはじめとした多職
種による検討で開発し，イラストと平易な語彙で
解説した．
2）排尿ケア研修

研修の目的は介護職が，在宅認知症高齢者への
関わり，排尿ケアの特徴と正しい基礎知識を学び，
排尿症状に関する具体的な情報収集，アセスメン
ト，医療看護との連携の必要性，ケア手順を理解
し，実践力を身に着けることである．現場の事例
共有・講義・実習（測尿，残尿測定，排尿日誌，
失禁関連用具，スキンケア）の 3 ステップで構成
され少人数の集合型研修とし，最後に全体の振り
返りを認知症や排泄ケア専門職がコメントし終了
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した．
3．調査項目
1）対象者の背景

対象者の年齢層や性別，勤務場所，保有資格，
職種や職位，主な職種の経験年数，高齢者ケア経
験年数，認知症ケア及び排泄ケアの研修経験の有
無を収集した．
2）�在宅認知症高齢者に対する排尿ケア自己効力

感
自己効力感とはバンデューラによって提唱され

た社会的学習理論で，必要な行動を効果的に遂行
できる可能性の認知とされている14）．介護の領域
でも研究が行われており7），特定の選択場面で必
要とされる目標行動の遂行に直接影響する強さと
ともに，それをより長期的な目標行動の遂行へと
影響を与える自己教育で，一般的な自己効力感の
評価の活用も推奨されている14）．先行研究から，
高齢者施設・病院に勤務する看護・介護職を対象
とした排泄ケアに関する自己効力感7）を参考に，
在宅支援の介護職にとって回答が難しい項目が多

いことから，本研究では新たに筆者が質問紙を作
成した．認知症患者の排泄ケア研修終了時のアン
ケート調査の研究15）から，看護師から挙がった
排尿における問題，認知症による混乱，介護への
抵抗，介護力不足に着目し，参考とし多職種で検
討の結果，15 項目を自己効力感とし，認知症介
護研修センターで認定を受けた認知症介護指導
者，日本認知症ケア学会が認定する認知症ケア専
門士上級認定者に意見を求め作成した．
3）排尿ケア実施状況
「快尿フローシート」に沿って実践を確認する

ため，排尿ケア実施状況を収集した．①注意関心，
②環境・プライバシー，③個別の声掛けの 6 項目
と，a 尿性状，b 排尿困難，c 頻尿・夜間頻尿，d
尿失禁の観察の 12 項目，全 18 項目とした．
4．解析方法

統計解析ソフトは SPSS Ver 26（IBM 社製）
を使用し，統計学的有意水準は 5% 未満，介入前
後の中央値を wilcoxon の符号付順位検定で比較
し漸近有意確率（ｐ値）を算出した．

2020年
1月改編
佐藤 文恵

快尿
フロー
シート

排尿の困りごと？ （本人の訴え、介護者の気づき）

●トイレが近い ●夜不眠不穏 ●尿臭 ●トイレ時間が長い ●大慌てでトイレへ行く ●イライラする不機嫌、不快そう
●パンツを触る ●股間をこする ●下着に手を入れる など

●もっとも親しい人が ●２人きりの場で ●マンツーマンで ●ゆっくり秘密の保持を保障

●どうなさいましたか？ ●大丈夫ですか？ ●お加減いかがでしょうか ●あなたの健康が心配です

注意関心

十分な配慮や準備 ・環境整備 （場所・もの・時間・ひと）

聴取　※傾聴･共感 + 情報収集にむけた、意図的な、思いやりを示す介入

環境・プライバシー

個別の声かけ

a b c d尿が濃い、臭いも強めか？
まず紙コップに尿をとってみる

におい・量・色・にごり・異物等
いきんで出す、勢いがない、
長くかかる、途切れる、汚す

トイレ中に様子を聞く・
のぞく・見る・時間を計る

日中・夜間トイレが近い／何回も

頻尿・夜間頻尿？
1回排尿量は少ない？

下着・オムツ・リネン･
室内を嗅ぐ、見る、重さを測る

もれかた・汚れかた

尿失禁か？

かかりつけ医へ相談
尿量モニターで、排出した
直後の残尿量を測る

尿量モニターで、どの位尿が
溜まっているか膀胱容量を測る

残尿が５０～１００ｍｌ以上あり

水腎症や前立腺？？
（骨盤底下垂
臓器脱か？）

導尿は必要？
主治医へ詳細を報告

感染あり

くり返す難治性
感染･炎症

血尿など
異常あり

専門医紹介
対応法・治療の検討
（腎不全）ACPきれい・快尿

排出が困難？

残尿あり

あり

尿意は？神経因性膀胱か？

不 変

トイレへ

すっきり・快尿

治療：抗菌剤

保清・水分・保温

出しづらさ・出し残り：残尿の可能性

残尿なし

２００ｍｌ前後
溜まっている

溜まっていない

過活動膀胱か？

なし あり

治療薬の管理
尿意のやりすごし
睡眠スキャン・生体モニター
排尿日誌・水分管理

スキンケア（保清）
パッドや用具の検討
環境整備・リハビリ
誘導タイミング見直し

●
●
●
●

水分・塩分量
1日尿量

脱水・利尿剤効果
排尿タイミング
用具パッド衣類

環境、ケア方法の見直し

●
●
●
●

副作用確認
がまん・膀胱訓練

●
●

尿もれ改善・快尿

排尿日誌の記載と活用

活用・モニタリング
●尿量モニター ●排尿予測機器
●おむつセンサー
●においセンサー等

なし

2

１

3

+
+

※無断複写・転載を禁じます。

図 1　快尿フローシート
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5．倫理的配慮
本研究倫理に関しては，浜松医科大学臨床研究

倫理委員会（第 19-321）で承認を得た．

結果
1．対象者の背景（表 1）

対象者は 25 名で年代は 50 歳代以上が過半数を
占め，19 名（76.0％）は女性で，通所介護や相談
支援に従事する者が 22 名（88.0％），介護支援専
門員が 10 名（40.0％），介護職・介護福祉士が 10
名（40.0％）であった．職位は 15 名（60.0％）が
スタッフ，保有資格は 15 名（60.0％）が介護福
祉士資格で，勤務年数は 5 年未満が 6 名（24.0％），
5 年以上が 19 名（76.0％）であった．高齢者ケア
経験は 14 名（56.0％）が 10 年以上ありと回答し，
排泄ケア研修は 11 名（44.0％），認知症ケア研修
は 20 名（80.0％）が経験ありと回答した．
2．�在宅認知症高齢者に対する排尿ケア自己効力

感（表 2）
在宅認知症高齢者に対する排尿ケア自己効力感

の合計得点は，研修受講前の中央値 49.0 から受
講後 52.0 と有意に上昇した（p=0.04）．①関わり
方 4 項目のうち「自分自身が利用者から十分な信
頼を得た支援者として関わる」が受講前の中央値
3.0 から受講後 4.0（p=0.05），「排泄の困りごと
を十分に傾聴し利用者のつらさに共感する」は受
講前の中央値 3.5 から受講後 4.0（p=0.05）と顕
著な上昇を示した．一方で，②観察行動 7 項目の
合計点は受講前後で有意な差はなかったが中央値
は上昇していた．「頻尿・夜間頻尿を正しく理解
した上で必要時は回数や頻度を観察する」が受講
前の中央値 3.0 から受講後 3.5 へ，「陰部の皮膚の
状態を観察し速やかに適切に保清を行う」が 3.0
から 4.0 へと上昇していた．
3．排尿ケア実施状況（表 3）

排尿ケア実施状況の合計得点は受講前後で有意
差はみられなかった．項目 2「トイレへ行きたい
かもしれない動作しぐさを尿意のサインと予想す
る」が受講前中央値 3.0 から受講後 4.0 へ，項目
16「夜間トイレへ行く場合，尿意で目がさめるの
か不眠なのか確かめる」が 1.0 から 1.5 へと上昇
し，項目 13「日中トイレに行く回数を何回あるか，

数える」が 4.0 から受講後 3.0 へ低下していた．

考察
対象者は居宅支援と通所介護の就業者が多く，

年齢が高く経験が長く認知症ケアの研修受講経験
があり，排泄ケア研修の受講経験は少なかった．
施設の看護師と介護職のケア協働の研究6）と比べ
年齢層は高く，看護・介護職を対象とした自己効
力感の調査7）と比べて業務経験年数が長かった．
介護事業者の調査からは，対象とする介護事業所
の約 7 割が 65 歳以上の高齢者を雇用していて，
就業する介護職に対し約 4 割が 65 歳以上の雇用
を延長している8）との報告もあり，年齢が若い層
は病院や施設の就業が多く，居宅サービスの現場
は人生経験が長く，業務経験も長い人が多いとみ
られる．
1．�在宅認知症高齢者に対する排尿ケア自己効力

感の変化
在宅認知症高齢者に対する排尿ケア自己効力感

の合計得点が，受講後は受講前より有意に上昇し，
特に「関わり方 4 項目」の得点が有意に上昇した．
先行研究では，介護職員の BPSD 改善の支援に
おける自己効力感は生活経験が豊富で高齢者との
良好な関係性を築きやすい年齢の高い職員の自己
効力感は高く，介護態度の習得，外部の自主的な
研修参加が自己効力感を高めた16）と報告されて
いる．本研究の排尿ケア研修では，介護現場の事
例を互いに共有し労い共感し，講義でフローシー
トを使って関わる態度や場所や時間，最も親しみ
を感じる職員が対応できるような業務の融通・調
整の方法，思いやりを示しながら意図的に排尿症
状を聴取する話法など，具体的介入を学習した．
本研究も先行研究と同様に，年齢層が高く，研修
による関わり方の学びが自己効力感の変化につな
がったと考えられる．自己効力感は，目標行動の
遂行に影響を及ぼすと同時に，個人の行動に対し
ても長期的に行動の変容へ影響を及ぼす14）と言
われ，本研修により継続的な変容が期待される．

観察行動は，研修の前後で合計点に有意差は認
められなかった．受講後に上昇した頻尿・夜間頻
尿の観察は，事例共有で身近な問題としてイメー
ジがしやすく，講義で水分管理との関連を学び，
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表 1　対象者の背景
（n=25）

項目 内訳 人 ％
年齢 20 歳代 2 8.0

30 歳代 4 16.0
40 歳代 3 12.0
50 歳代 8 32.0
60 歳代 5 20.0
70 歳以上 3 12.0

性別 男性 6 24.0
女性 19 76.0

勤務先 通所介護 12 48.0
相談支援 10 40.0
入所施設（受付センター） 1 4.0
サービス付き高齢者住宅 1 4.0
無職 1 4.0

主な職種 介護支援専門員（介護予防支援計画作成者） 10 40.0
理学療法士 1 4.0
介護職（介護職員初任者研修） 6 24.0
介護福祉士 4 16.0
その他の資格 3 12.0
なし 1 4.0

職位 スタッフ 15 60.0
次長 1 4.0
主任 1 4.0
所長 1 4.0
その他（複数兼務） 6 24.0
無職 1 4.0

保有資格（複数回答可）介護福祉士 15
介護支援専門員 9
ホームヘルパー 6
介護職員初任者研修・実務者研修 4
社会福祉士 1
理学療法士 1
その他の資格 7

主職種の勤務年数 0 ～ 1 年未満 1 4.0
1 年以上　5 年未満 5 20.0
5 年以上　10 年未満 10 40.0
10 年以上　20 年未満 7 28.0
20 年以上　30 年未満 1 4.0
30 年以上 1 4.0

高齢者ケア経験年数 0 ～ 1 年未満 1 4.0
1 年以上　5 年未満 6 24.0
5 年以上　10 年未満 4 16.0
10 年以上　20 年未満 8 32.0
20 年以上　30 年未満 5 20.0
30 年以上 1 4.0

排泄ケア研修 経験あり 11 44.0
経験なし 14 56.0

認知症ケア研修 経験あり 20 80.0
経験なし 5 20.0
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介護職が担う直接ケアとして食事や水分摂取の
支援10）は実際に現場業務として好意的に日々実
施していることから，観察への意識を高めた可能
性がある．陰部のスキンケア保清も受講後に上昇
していた．介護職員初任者研修テキスト10）からお
むつ使用や種類・使い方，パッド漏れ対策，陰部
洗浄，清潔保持を重点的に学習し，トイレ介助と
パッド交換・更衣，汚染したトイレ掃除や衣類の
洗濯など後始末まで，実際の業務で経験を積み重
ねていること，講義と実習により，正しい理解と
手技の確認ができて自信が高まったと考えられ

る．在宅認知症高齢者に対する排尿ケアの自己効
力感は，受講後低下した項目はなく，本研修によ
り対象者は自分自身の在宅認知症高齢者に対す
る，排尿ケアに関する態度や関わり，ケアチーム
のひとりとしての対応・実践を自ら振り返り，現
状における介護職としての強み・弱みを自覚した
ことが得点に変化を与えたと考えられた．

2．排尿ケア実施状況の変化
排尿ケア実施状況の合計点に有意な改善はな

かった．ホームヘルプ手帳では，認知症の人の生

表 2　在宅認知症知症高齢者に対する排尿ケア自己効力感

（n=25）

項目
受講前 受講後

p 値
中央値 （四分位範囲） 中央値 （四分位範囲）

1.　関わり方 14.0 （12.0 〜 15.8）   14.0 （13.0 〜 16.0） 0.01＊

トイレに困っているような利用者には訴えや行動に注意し観察する 4.0 （3.0 〜 4.0） 4.0 （3.0 〜 4.0） 0.13

利用者ごと，親しく感じているスタッフは誰か，関係性を把握する 3.5 （3.0 〜 4.0） 4.0 （3.0 〜 4.0） 0.12

自分自身が利用者から十分な信頼を得た支援者として関わる 3.0 （3.0 〜 4.0） 4.0 （3.0 〜 4.0） 0.05＊

排泄の困りごとを，十分に傾聴し利用者のつらさに共感する 3.5 （3.0 〜 4.0） 4.0 （3.0 〜 4.0） 0.05＊

2.　観察行動 22.0 （18.5 〜 26.0） 24.0 （20.0 〜 27.0） 0.17

尿や便の性状を理解した上で，丁寧な観察で異常を発見する 3.0 （2.5 〜 4.0） 3.0 （3.0 〜 4.0） 0.24

尿の出しづらさを正しく理解した上で意識して様子を見守る 3.0 （2.5 〜 3.0） 3.0 （3.0 〜 4.0） 0.13

頻尿・夜間頻尿を正しく理解した上で必要時は回数頻度を観察する 3.0 （2.3 〜 4.0） 3.5 （3.0 〜 4.0） 0.17

便の出しづらさを正しく理解した上で丁寧な観察で異常を発見する 3.0 （3.0 〜 4.0） 3.0 （3.0 〜 4.0） 0.46

下痢頻便を正しく理解した上で，必要時は回数や頻度を観察する 3.0 （3.0 〜 4.0） 3.0 （3.0 〜 4.0） 0.42

尿失禁・便失禁時の利用者の様子汚染状況を，冷静に確認する 4.0 （3.0 〜 4.0） 4.0 （3.0 〜 4.0） 0.62

陰部の皮膚の状態を観察し，速やかに適切に保清を行う 3.0 （3.0 〜 4.0） 4.0 （2.0 〜 4.0） 0.94

3.　メンバーシップ 14.0 （12.0 〜 16.0） 14.0 （12.0 〜 16.0） 0.16

ケアチームで，利用者の排泄の症状・対応等を情報共有する 4.0 （3.0 〜 4.0） 4.0 （3.0 〜 4.0） 0.43

排泄ケアについて，必要に応じて看護職と情報共有や意見交換する 4.0 （3.0 〜 4.0） 4.0 （3.0 〜 4.0） 0.35

日頃の業務の中で，排泄ケアに積極的に取り組む 3.0 （3.0 〜 4.0） 3.0 （3.0 〜 4.0） 0.26

排泄ケアの知識とスキルが向上し成長を感じる 3.0 （2.3 〜 3.0） 3.0 （3.0 〜 4.0） 0.15

全体合計 49.0 （45.0 〜 56.8） 52.0 （45.0 〜 58.0） 0.04＊

ノンパラメトリック検定
受講前 vs 受講後；wilcoxon の符号付き順位検定
自信がない = 1 点，あまり自信がない = 2 点，どちらともいえない = 3 点，まあまあ自信がある = 4 点，自信がある = 5 点

日本在宅医療連合学会誌 第 6 巻・第 1 号 2025 年 2 月

6



活へ影響するものとして，本人の認知症による発
言態度からの周囲とのトラブル，周囲の対応やス
トレス，が挙げられている17）．項目 2「尿意の表
出や排尿症状の訴えを予想するための注意深い見
守り」は受講後に向上した．排尿ケア自己効力感
の関わり方が受講後に改善したことに伴い，日常
のさりげない見守りが「時々実行する」から「実
行する」へ行動変容したと考えられ，継続的な業
務体験でさらに自己教育が期待される．項目 16

「夜間のトイレの状況の聴き取り」が，僅かなが
ら改善した．前述の排尿ケア自己効力感の，頻尿・

夜間頻尿の理解と観察が受講後に向上したこと，
生活支援技術のひとつとして睡眠状況の確認と
ベッドメイクを習得している10）ことから，日常の
業務で尿意と不眠について確認できたと考えられ
る．実施されなかった項目は，52.3% の介護職が
人手不足を挙げ8）感染対策の徹底18）が最優先され
る時期ではあったが，苦手な業務最上位は介護記
録9）で「介護記録の勉強会実施前後の意識の変化」
では記録の活用方法に変化を認めている19）．具体
的な観察記録は低活動膀胱による排出困難，尿路
感染症など健康悪化の早期対応に重要で，検討の

表 3　排尿ケア実施状況

（n=25）

NO 項目
受講前 受講後

p 値
中央値（四分位範囲）中央値（四分位範囲）

1 トイレに困っている様子をみたら，声をかけて様子を観察する 4.0 （3.0 〜 4.0） 4.0 （3.0 〜 4.0） 0.97

2 トイレへ行きたいかもしれない動作・しぐさを尿意のサインと予想する 3.0 （3.0 〜 4.0） 4.0 （3.0 〜 4.0） 0.55

3 排泄の話をするためプライバシーに配慮し周りから隠れた場を探す 3.0 （3.0 〜 4.0） 3.0 （3.0 〜 4.0） 0.46

4 利用者が最も親しみをもっているスタッフが関われるよう協力する 3.0 （2.3 〜 4.0） 3.0 （2.0 〜 4.0） 0.61

5 利用者を十分に気遣いながら近づきゆっくり穏やかに話しかける 4.0 （3.0 〜 4.0） 4.0 （3.0 〜 4.0） 0.32

6 利用者のことばに共感し傾聴しながら，困りごとや訴えを理解する 4.0 （3.0 〜 4.0） 4.0 （3.0 〜 4.0） 0.98

7 トイレ後のトイレ臭や尿臭の強弱や異常の有無を気を付けて嗅ぐ 3.0 （2.0 〜 4.0） 3.0 （2.0 〜 4.0） 0.29

8 便器内の尿の濁り・臭い・不純物など流す前にみて観察する 3.0 （2.0 〜 4.0） 3.0 （2.0 〜 4.0） 0.40

9 尿をいちど紙コップや尿器に取り，異常がないか詳しく観察する 1.0 （1.0 〜 1.0） 1.0 （1.0 〜 1.0） 0.79

10 トイレに入り排尿する様子を，扉外でそっと聞いたりのぞいてみる 3.0 （2.0 〜 3.0） 3.0 （2.0 〜 3.0） 0.62

11 尿を出し始めて出し終わるまでの時間が何秒かかるか測る 1.0 （1.0 〜 2.0） 1.0 （1.0 〜 2.0） 0.58

12 トイレのあとの，便座周辺や着衣の汚れやにおいを確認する 3.0 （2.3 〜 4.0） 3.0 （2.0 〜 4.0） 0.34

13 日中トイレへ行く回数が，何回あるか，数える 4.0 （2.3 〜 4.0） 3.0 （2.0 〜 4.0） 0.67

14 夜間トイレへいく回数を，何回あるか，数える 1.0 （1.0 〜 3.0） 1.0 （1.0 〜 3.0） 0.22

15 紙コップや牛乳パックに１回分の尿をとり，1 回の尿量を測る 1.0 （1.0 〜 1.0） 1.0 （1.0 〜 1.0） 0.14

16 夜間トイレへ行く場合，尿意で目が覚めるのか不眠なのか確かめる 1.0 （1.0 〜 3.0） 1.5 （1.0 〜 3.0） 0.63

17 尿もれがありそうな人のフロア・衣類・リネンの臭いや漏れを観察する 3.0 （2.0 〜 4.0） 3.0 （2.0 〜 3.0） 0.51

18 濡れた下着やリネン・パッドと乾いた重さの差から漏れの量を計算する 1.0 （1.0 〜 1.0） 1.0 （1.0 〜 2.0） 0.08

全体合計 47.5 （41.0 〜 53.0） 46.0 （39.5 〜 51.5） 0.11

ノンパラメトリック検定
受講前 vs 受講後；wilcoxon の符号付き順位検定
まったく実行しない = 1 点，たまにしている＝ 2 点，時々している = 3 点，実行している = 4 点
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必要がある．訪問系や通い，泊りの居宅系サービ
スは短時間，複数回，繰り返しの関わりから収集
した情報の各々をつなぎ集め共有することが必要
で，蓄尿排尿の推移把握は利用者，家族，ケアチー
ム各々の理解と協力が大切である．時間帯や支援
内容，負担感や理解度などに配慮しながら，関心
を高め継続的に排尿ケアへ関わる介護職の育成と
定着，意欲の継続へ支援の重要性に気づいた
3．研修の効果

本研究により，研修受講後の介護職の在宅認知
症高齢者に対する排尿ケア自己効力感が向上した
ことが示された．自己効力感は自然発生的に生じ
るのではなく，実際に行ってみる，他者の行為を
観察する，言語的な説明，情緒的な変化の体験，
といった情報を通じて自らが作り出すと考えられ
ている14）．排泄ケアに困難を感じる介護職は多
く，短時間でも自らの関わりを語り共に振り返る
機会を作り，講義・実習へ主体的に参加すること
が，結果として介護職の負担感の軽減に役立ち，
排尿ケア自己効力感の向上へつながると推察され
た．仕事を継続し体験や交流，学びによる自己覚
知を重ね，さらに向上が期待できる．本研修は介
護職員初任者研修の補完的な学習として役立ち，
在宅認知症高齢者に対する排尿ケアのプロセスの
ポイントに沿って観察力，対応力を習得すること
ができる．

今後の課題
在宅認知症高齢者の排尿状況を情報収集する難

しさを実感した．介護職が早期に異変に気づき連
携・介入ができるよう研修の見直しは必須と考え
る．便座の掃除で汚染や出血を観察する，更衣や
保清で皮膚と洗濯物を確認するなど観察眼を高
め，生活援助技術が発揮できるよう研修内容を検
討したい．在宅介護の現場は，異業種からの流入
者が増え8）高年齢化と労働力の不足が深刻であ
る．行政は介護職員初任者研修の受講を推奨して
いて，国籍や学歴，年齢・性別を問わず日本語が
理解できる人が受講要件となる10）．多様な人たち
が意欲をもって排泄支援に取り組めるよう，サ
ポートは必須であり，今後はモニタリング機器で
尿量推移を遠隔で共有したり，排尿機能評価を目

的とした入退院プログラムなど，取り組みが期待
される．

（研究の限界）
本研究は対象者が 25 名と少なく実施地域が限

られ，感染対策により短期入所施設の参加がなく
居宅支援や通所介護に従事する介護職が主で，情
報共有や連携の専門性をもつ介護福祉士20）の資
格保有者が 6 割など，多くの介護職の研修効果の
検証について対応できているものとは言えない．

結語
介護職 25 名を対象に，在宅認知症高齢者に対

する排尿ケア研修を実施し，研修受講前後の在宅
認知症高齢者に対する排尿ケア自己効力感と排尿
ケア実施状況を調査した．受講後の排尿ケア自己
効力感は向上し，排尿ケア実施状況の改善は認め
られなかった．本研修は認知症高齢者への，排尿
ケアに関わる態度や対応を自ら振り返り，強み・
弱みを自覚し，介護職の困難感の改善に有益であ
る．
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要旨

　本研究は，訪問看護導入時の訪問看護回数とその後の入院・施設入所との関連を検証した．1 訪問看護事業所において
2016 年 4 月～ 2023 年 12 月に訪問看護を終了した 65 歳以上の利用者 468 名を対象とした．対象者の入院・施設入所を目
的変数，訪問看護開始 2 週間の訪問回数を説明変数としたロジスティック回帰分析を行った．基本属性や生活自立度など
を共変数として調整したロジスティック回帰分析により，入院・施設入所に対する訪問看護開始 2 週間の訪問回数のオッ
ズ比（95% 信頼区間）は，0.93（0.89-0.97）であった．高齢療養者の初期の訪問看護回数が，その後の入院・施設入所に関
連することが示唆された．
キーワード：訪問看護，看護記録，入院，施設入所，高齢療養者

The Impact of Home-visit Nursing Frequency in the First Two Weeks on Hospitalization 
and Institutionalization: A Retrospective Study Using Nursing Records

Takemasa Ishikawa1）2），Ryoko Sekiguchi1）2），Yuka Fukata2），Reiko Kanaya2）, Tomoko Shimizu1），Kumiko Katsuma2）

Abstract：
　This study aimed to examine the association between the number of nursing visits in the first two weeks and 
subsequent hospitalization or institutionalization through a retrospective review of home-visit nursing records．We included 
468 patients aged 65 and over who completed home-visit nursing services at the Nana-r Home-visit Nursing Station from 
April 2016 to December 2023．A logistic regression analysis was conducted with hospitalization or institutionalization as 
the dependent variable and the number of nursing visits within the first two weeks as the independent variable．Covariates 
included age，gender，terminal diagnosis（life expectancy<6 months），family involvement，and the degree of independence 
for disabled and demented elderly．Analyses were conducted using JMP（Version 17.2）with the significance level set at 
5%．The cohort comprised 236 men（50.4%）and had a median age of 83 years（IQR：78-89）．End outcomes were home 
death（n＝163，34.8%），hospitalization（n＝152，32.5%），improvement（n＝84，17.9%），and institutionalization（n=69，
14.7%）．The median number of visits was 4（IQR：2-10）．The odds ratio（95% confidence interval）for hospitalization or 
institutionalization in relation to the number of nursing visits in the first two weeks of home-visit nursing was 0.93（0.89-
0.97）．These findings suggest that the number of nursing visits during the initial two weeks is likely associated with 
subsequent hospitalization or institutionalization among older adults receiving home care.
Keywords：home-visit nursing，nursing record，hospitalization，institutionalization，older people
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はじめに
日本財団の調査では，67 歳以上の高齢者とそ

の子ども世代は，人生の最期を過ごしたい（親を
過ごさせたい）場所として 6 割近くが自宅を選択
した1）．一方で，実際の 65 歳以上の在宅死は
17.4% であり，病院での死亡が 64.5% と最多であ
る2）．多くの国民が希望する最期の療養場所と実
際には相違があると考えられる．療養者の在宅療
養継続には，社会経済的因子（性別，年齢，居住
地域など），患者の健康特性因子（身体機能低下，
認知機能障害など），医療制度利用に関する因子（6
日以上の入院，過去の入院歴など），臨床的因子（心
不全や慢性肺疾患の診断など）といった多様な要
因の関連が報告されている3）．また，在宅看取り・
病院死の影響要因として，療養者・介護者の療養
場所の希望や家族構成が報告されている4,5）．

地域の療養者の生活を支える職種の一つである
訪問看護には「利用者が可能な限りその居宅にお
いて，その有する能力に応じ自立した日常生活を
営むことができるよう，その療養生活を支援し，
心身の機能の維持回復及び生活機能の維持または
向上を目指す」機能が求められる6）．在宅生活を
望む人々が疾病や障害の有無に関わらず，在宅生
活を継続できるための支援が訪問看護の一つの大
きな役割と言える．

訪問看護の在宅療養継続に関する効果は，いく
つか報告がある．米国北東部における報告では，
退院日より 2 日以上訪問看護開始が遅れた利用者
では，その後 30 日間の再入院や救急受診の増加
が示された7）．Eltaybani et al. によるアンブレラ
レビューでは，高齢者への訪問看護が入院回数に
ついて 2 文献で有意な影響を示した一方で，3 文
献においては有意な効果が確認されなかった．ま
た，入院人数や介護施設入所においては，有意な
効果は確認されなかった8）．いずれも海外からの
報告が中心であり，介入の方法は様々で，訪問看
護介入時の訪問頻度は検討されていない．

我が国における訪問看護では，医師により頻回
な訪問看護が必要と判断される場合，2 週間以内
に限り特別訪問看護指示書による週 4 回以上の訪
問が可能となる6）．特別訪問看護指示の要件とし
て「退院直後」が認められているが、退院直後を

含む訪問看護介入時の訪問回数が，療養者におい
てどのような効果があるかを検討した報告は限ら
れている．そこで本研究では，世界で最も高い高
齢化率の日本において大きな課題である高齢療養
者に焦点を当て，訪問看護記録を用いた訪問看護
利用者の後方視的調査を行った．

目的
本研究は，訪問看護開始時に頻回な訪問が必要

な利用者の特徴を理解しするとともに，訪問看護
導入時の訪問看護回数とその後の入院・施設入所
との関連を明らかにすることとした．

方法
1．対象の選定

本研究は，研究者の所属する「ななーる訪問看
護ステーション」における訪問看護利用者を対象
とした後方視的調査研究である．本事業所では，
看護師のみが訪問看護を実施している．

本研究では，2016 年 4 月から 2023 年 12 月ま
でに訪問看護を利用し，終了に至った利用者を対
象とした．対象者の選定基準は以下とした．ただ
し，入院や施設入所などを経て複数回利用した者
は，初回の訪問看護利用時のみのデータを収集し
た．
1）適格基準
・65 歳以上
・訪問看護利用期間が 14 日以上

2）除外基準
・訪問看護終了時の理由が不明
・訪問しなかったもの
・研究辞退の申し出があったもの

2．調査項目
看護記録より，以下項目を収集した．

1）基本属性
訪問看護開始時の年齢，性別

2）訪問看護の利用状況
訪問看護利用期間，開始 2 週間の訪問回数，開

始初月の報告書に記載された看護内容（観察やア
セスメント，精神的なケア，保清，服薬管理，機
能訓練，排泄のケア，糖尿病管理，栄養管理・摂
食援助，医療的ケア，創傷・皮膚のケア，多職種
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との連携，家族への対応に分類）
3）対象者の状況

主傷病名，末期診断（余命 6 カ月以内）の有無，
訪問看護利用後の経緯（入院（入院後の死亡も含
む）．入所，死亡，軽快），障害高齢者の日常生活
自立度（寝たきり度），認知症高齢者の日常生活
自立度，厚生労働省の定める別表第 8 の該当有無

寝たきり度および認知症高齢者の日常生活自立
度は，訪問看護開始時の訪問看護指示書における
医師の記載を収集し，医師の記載がない場合は，
訪問看護開始後 1 カ月以内の訪問看護記録におけ
る看護師による評価を収集した．

（1）障害高齢者の日常生活自立度（寝たきり度）
寝たきり度は，地域や施設等で高齢者の日常生

活自立度を客観的かつ短時間に判定することを目
的として作成されたものである9）．一般的に訪問
看護指示書への記載される項目である．「生活自
立」のランク J，「準寝たきり」のランク A，「寝
たきり」のランク B および C に分類され，各ラ
ンクがさらに 2 段階に区分される．

（2）認知症高齢者の日常生活自立度
高齢者の認知症の程度を踏まえた日常生活自立

度の程度を表すもので，寝たきり度とともに評価
され訪問看護指示書に記載される9）．

（3）厚生労働省の定める別表第 8
訪問看護において特別な管理が必要な状態を厚

生労働省が定めたものである3）．対象となる状態
は，以下である．

悪性腫瘍，気管切開、気管カニューレ，留置カ
テーテル，腹膜透析や在宅酸素等医療機器使用，
ストーマ，真皮を超える褥瘡，点滴注射
3．分析方法

基本属性や訪問看護の利用状況，対象者の状
況，看護内容を記述統計によりまとめた．加え
て，医療保険による訪問看護では 1 週間あたりの
訪問数は 3 回までとされており，それ以上の訪問
は特別訪問看護指示書やがん末期診断，別表第 8
の該当といった特別な理由ある場合に限られる．
そのため，対象者を訪問看護開始 2 週間の訪問数
が 7 回以上（7 回以上群）および 6 回以下の群（6
回以下群）で分け，頻回な訪問看護が必要な状況
とそれらに必要な看護内容の記述を試みた．ま

た，訪問回数による看護内容の傾向を理解するた
め，訪問回数を四分位範囲で分類し，Cochran-
Armitageの傾向検定（右側検定）により分析した．

訪問看護利用後経緯が入院・施設入所の場合を
1，それ以外の場合を 0 とし，対象者の入院・施
設入所を目的変数，訪問看護開始 2 週間の訪問数
を説明変数としたロジスティック回帰分析を行っ
た．交絡調整のため共変数に開始時年齢，性別，
末期診断の有無，別表第 8 の該当有無，寝たきり
度，認知症高齢者の日常生活自立度，家族対応の
有無を投入した．家族の支援は，在宅看取りとの
関連が報告されているが5,6），本研究では家族情
報の十分な情報が入手できなかった．看護内容に
おける「家族への対応」は，訪問中に家族と直接
もしくは電話等によるやり取りを示しており，少
なくとも何らかの形で家族が利用者の療養に関
わっていると想定される．そのため，家族の支援
状況に関する交絡を部分的に調整できると考え，
共変量として採用した．寝たきり度および認知症
高齢者の日常生活自立度は欠測値を含むため，多
変量のロバスト主成分分析による欠測値の補完を
行った．ロジスティック回帰分析の結果は，偏回
帰係数，標準誤差，オッズ比（OR）および OR
の 95% 信頼区間（CI）により示した．有意水準
は 5％とし，統計解析には JMP（17.2.0）を使用
した．ただし，Cochran-Armitage の傾向検定に
おいては多重検定による第 1 種過誤を防ぐため，
Bonferroni法により有意水準を検定回数により除
した 5/11%=0.45% とした．
4．倫理的配慮

本研究は，日本在宅医療連合学会倫理・利益相
反委員会による倫理審査の承認を得て実施した

（2024-01）．本研究は既存情報のみを扱い、すべ
ての対象者の同意取得が困難であるため，研究者
の所属機関のホームページに研究実施における情
報を公開し，研究参加の拒否機会を保証するオプ
トアウトの方式をとった．

結果
1．対象者の属性

研究期間に訪問看護を提供した 806 名のうち、
468 名を対象者とした（表 1）．別表第 8 の対象
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表 1　対象者の属性（n=468）

全体 訪問数 7 回以上 訪問数 6 回以下
n=468 n=174 n=295

中央値（IQR） 中央値（IQR） 中央値（IQR）
訪問開始時年齢（歳） 83（78 〜 89） 84（77 〜 89） 83（78 〜 89）

訪問期間（日） 136（47.5 〜 380.5） 75（28 〜 201） 210（75.75 〜 464.5）

訪問看護開始 2 週間の訪問数 4（2 〜 10） − −

n（%） n（%） n（%）

性別 男性 236（50.4） 89（51.2） 147（50.0）

女性 232（49.6） 85（48.9） 147（50.0）

訪問看護利用後の経緯 在宅看取り 163（34.8） 92（52.9） 71（24.2）

入院 152（32.5） 38（21.8） 114（38.8）

軽快 84（17.9） 27（15.5） 57（19.4）

施設入所 69（14.7） 17（9.8） 52（17.7）

末期診断 あり 126（26.9） 62（35.6） 64（21.8）

別表第 8 該当 143（30.6） 76（43.7） 67（22.8）

訪問開始時の特別訪問看護指示書 あり 139（29.7） 114（65.5） 25（8.5）

障害高齢者の日常生活自立度 J1 36（8.0） 8（4.73） 28（9.9）

J2 57（12.6） 11（6.5） 46（16.3）

A1 58（12.9） 17（10.1） 41（14.5）

A2 116（25.7） 32（18.9） 84（29.8）

B1 44（9.8） 22（13.0） 22（7.8）

B2 60（13.3） 29（17.2） 31（11.0）

C1 16（3.5） 11（6.5） 5（1.8）

C2 34（7.5） 28（16.6） 6（2.1）

認知症高齢者の日常生活自立度 自立 123（29.2） 45（28.5） 78（29.8）

Ⅰ 90（21.4） 30（19.0） 60（22.9）

Ⅱa 54（12.8） 21（13.3） 33（12.6）

Ⅱb 64（15.2） 21（13.3） 43（16.4）

Ⅲa 43（10.2） 17（10.8） 26（9.9）

Ⅲb 16（3.8） 8（5.1） 8（3.1）

Ⅳ 24（5.7） 12（7.6） 12（4.6）

M 6（1.4） 4（2.5） 2（0.8）

IQR: 

四分位範囲．障害高齢者の日常生活自立度は 17 例，認知症高齢者の日常生活自立度は 48 例の欠測値を含む対象者を除外した．

障害高齢者の日常生活自立度；

J1：交通機関等を利用して外出，J2：隣近所へなら外出．

A1：介助により外出し，日中はほとんどベッドから離れて生活．A2：外出の頻度が少なく，日中もほぼ寝たり起きたりの生活．

B1：車いすに移乗し，食事，排泄はベッドから離れて行う．B2：介助により車いすに移乗．

C1：自力で寝返りをうつ．C2：自力では寝返りもうてない．

認知症高齢者の日常生活自立度；

Ⅰ：何らかの認知症を有するが，日常生活は家庭内及び社会的にほぼ自立．
Ⅱ：日常生活に支障を来すような症状・行動や意思疎通の困難さが多少見られても，誰かが注意していれば自立．

（Ⅱの症状が家庭外であればⅡa，家庭内でもあればⅡb）．
Ⅲ：日常生活に支障を来すような症状・行動や意思疎通の困難さが見られ，介護を必要．

（Ⅲの症状が日中を中心であればⅢa，夜間中心であればⅢb）．
IV：日常生活に支障を来すような症状・行動や意思疎通の困難さが頻繁に見られ，常に介護を必要．
M：著しい精神症状や問題行動あるいは重篤な身体疾患が見られる．
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となった状態で最も多かったのが「在宅酸素療法
（n=66，14.1%）」であり，「留置カテーテル（n=47，
10.0%）」「人工肛門または人工膀胱（n=22，4.7%）」

「真皮を超える褥瘡（n=9，1.9%）」が続いた．訪
問看護利用後の経緯毎の訪問期間の中央値（四
分位範囲）は，在宅看取り：（35 ～ 256）日，入
院：151（50.5 ～ 411.5）日，軽快：124.5（37.5 ～
304）日，施設入所：328（84.5 ～ 713）日であった．
対象者の訪問看護指示書における主傷病名を表 2
に示した．
2．訪問看護開始 2 週間の訪問回数と看護内容

訪問看護で提供された看護内容を表 3 に示し
た．「観察やアセスメント」は，対象者全例で実
施された．「観察やアセスメント」を除くと，全
体に実施された看護内容は「精神的なケア」「保清」

「家族への対応」の順で多かった．訪問看護回数
に対する傾向の検定では，「保清」「服薬管理」「排

泄のケア」「栄養管理・摂食援助」「医療的ケア」「創
傷・皮膚のケア」「家族への対応」が有意に多かっ
た．
3．�入院・施設入所と訪問看護開始 2 週間の訪問

回数の関連
寝たきり度に欠測のあった 49 例，認知症高齢

者の日常生活自立度に欠測があった 24 例が多変
量ロバスト主成分分析により補完された．対象者
の入院・施設入所と訪問看護開始 2 週間の訪問回
数の関連をロジスティック回帰分析により検証し
た（表 4）．入院・施設入所に対する訪問看護開
2 週間の訪問回数の単位あたり OR（95% CI）は，
0.93（0.89 ～ 0.97）であった．

考察
1．対象者の特徴

寝たきり度から，対象者の 34.1% が寝たきり，

表 2　対象者の訪問看護指示書における主傷病名

主傷病名 全体 訪問数 7 回以上 訪問数 6 回以下
N=415 n=145 n=270

感染症及び寄生虫症 12（2.9） 8（5.5） 4（1.5）

新生物 139（33.5） 61（42.1） 78（28.9）

血液及び造血器の疾患並びに免疫機構の障害 3（0.7） 2（1.4） 1（0.4）

内分泌，栄養及び代謝疾患 22（5.3） 6（4.1） 16（5.9）

精神及び行動の障害 75（18.1） 14（9.7） 61（22.6）

神経系の疾患 19（4.6） 9（6.2） 10（3.7）

眼及び付属器の疾患 1（0.2） 0（0.0） 1（0.4）

循環器系の疾患 89（21.5） 27（18.7） 62（23.0）

呼吸器系の疾患 4（1.0） 0（0.0） 4（1.5）

消化器系の疾患 6（1.5） 3（2.1） 3（1.1）

皮膚及び皮下組織の疾患 2（0.5） 1（0.7） 1（0.4）

筋骨格系及び結合組織の疾患 18（4.3） 8（5.5） 10（3.7）

腎尿路生殖器系の疾患 12（2.9） 1（0.7） 11（4.1）

先天奇形，変形及び染色体異常 1（0.2） 0（0.0） 1（0.4）

症状，徴候及び異常臨床所見・異常検査地所見で他に分類されないもの 4（1.0） 3（2.1） 1（0.4）

損傷，中毒及びその他の外因の影響 8（1.9） 2（1.4） 6（2.2）
主傷病名は ICD10 の分類による．
訪問看護指示書における第 1 傷病名を集計した．表内の数字は n（%）を示した．欠測値のあった 53 例は除外した．
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72.7% が準寝たきり以上と評価された．また，認
知症高齢者の日常生活自立度から，70.8% が何ら
かの認知症症状を，49.4% が認知症症状により何
かしらの介護や支援を有した．対象者の大半が身
体的，認知機能的な問題から日常生活に支援を要
する対象者であったと考えられる．看護内容にお
いて，基本的な日常生活動作（ADL）である「保
清」や，手段的日常生活動作である「服薬管理」
が上位であることは，日常生活自立度の低下や認
知症症状を持つ割合の多いという対象者の特性を
反映したものと考えられる．厚生労働省の調査で
は，訪問看護利用者における寝たきり者の割合は
33.1%，準寝たきり以上は 67.9%，何らかの認知
症症状を有する者が 70.5%，認知症症状により介
護や支援を要する者が 45.6% であった10）．本研
究では高齢者に限定したことを考慮すると，全国
の訪問看護利用者の傾向と同様だったと想定され
る．

2023 年度の訪問看護療養費実態調査によると，
65 歳以上の訪問看護利用者の主傷病のうち「新
生物」が 26.6%，「循環器系の疾患」が 8.3%，「精
神及び行動の障害」が 2.4% であり，いずれも本
研究の対象者で上位であった主傷病（新生物：
33.5%，循環器系の疾患：21.5%，精神及び行動の
障害：18.1%）の方が，割合が高かった11）．特に「循
環器系の疾患」では心疾患，「精神及び行動の障害」
では認知症が大半を占めており，「新生物」を含め，
本研究結果は，心不全や新生物，認知症療養者の
特徴を強く反映した可能性が考慮される．特に，
心不全や認知症は再入院率を高める要因として報
告されており，本研究の訪問看護介入による効果
を過少に評価させた可能性がある3）．
2．�訪問看護開始 2 週間の訪問回数と入院・施設

入所の関連
ロジスティック回帰分析の結果から，訪問看護

開始 2 週間の訪問回数が，その後の入院・施設入

表 3　訪問看護開始 2 週間の訪問回数と看護内容

全体 IQR1 IQR2 IQR3 IQR4
n=423 n=136 n=87 n=108 n= 92 p 値

観察やアセスメント 423（100.0） 136（100.0） 87（100.0） 108（100.0） 92（100.0） −

精神的なケア 415（98.1） 132（97.1） 85（97.7） 107（99.1） 91（98.9） 0.109

保清 268（63.3） 63（46.3） 45（51.7） 76（70.4） 84（91.3） < 0.001＊

服薬管理 246（58.2） 58（42.7） 60（69.0） 60（65.7） 57（62.0） 0.001＊

機能訓練 93（22.0） 24（17.7） 14（16.1） 26（24.1） 29（31.5） 0.004

排泄のケア 90（21.3） 8（5.9） 14（16.1） 33（30.6） 35（38.0） < 0.001＊

糖尿病管理 32（7.6） 5（3.7） 6（6.9） 10（9.3） 11（12.0） 0.007

栄養管理・摂食援助 67（15.8） 12（8.8） 10（11.5） 23（21.3） 22（23.9） < 0.001

医療的ケア 119（28.1） 14（10.3） 18（20.7） 40（37.0） 47（51.1） < 0.001＊

創傷・皮膚のケア 191（45.2） 35（25.7） 29（33.3） 61（56.5） 66（71.7） < 0.001＊

多職種との連携 92（21.7） 19（14.0） 19（21.8） 29（26.9） 25（27.2） 0.004＊

家族への対応 254（60.0） 59（43.4） 46（52.9） 85（78.7） 64（69.6） < 0.001＊

看護内容に欠測値のあった 45 例は除外した．表内の数字は n（%）を示した．

IQR：四分位範囲．

それぞれの訪問回数は，IQR1：1 〜 2 回，IQR2：3 〜 4 回，IQR3：5 〜 10，IQR4：11 〜とした．

訪問回数は，訪問看護開始 2 週間における訪問回数を集計した．

看護内容は，初月の報告書に記載された内容から抽出し，集計した．

p 値は Cochran-Armitage の傾向検定によるものを示し，Bonferroni 法により有意水準は p < 0.0045 とした（＊）
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所と有意に関連した（表 4）．Topaz et al. の調査
同様に，早期の訪問看護介入とその後の入院との
関連が示唆されたとともに，訪問回数がその一要
因であることが示された7）．先行研究では訪問看
護開始より 1 カ月後から半年後程度の報告が多
く，長期的な訪問看護介入に関する検討は限られ
ている7）,12）,13）．一方で，本研究における訪問看
護開始から転帰の発生までの中央値は，105 日か
ら 328 日であった．訪問看護の初期介入を，より
長期において検討できたと考えられる．一方で，
初期介入が転帰へ及ぼす長期的な効果の裏には，
訪問看護による在宅療養継続への自信の獲得や，
ケア環境・手技の獲得などの様々な中間因子や，
もともとの在宅療養への希望や経済的な要因など
の交絡因子も想定される．訪問看護の長期的な介
入効果を検証するには，より多方面からのさらな
る検証が望まれる．

訪問回数が多い対象では，保清や排泄，栄養管
理・摂食援助といった ADL に関するケアや医療
的ケアの看護内容が有意に多かった（表 3）．表
1 では，7 回以上群では，寝たきり度が低い対象
者が多い傾向にあり，ADL の低下した対象であっ
たことを反映したと考えられる．また，訪問期間
が短く末期診断や別表第 8，主傷病名が「新生物」

の対象者においても 7 回以上群で多い傾向があっ
た．大槻らの訪問看護利用者特性別の看護ケア実
施実態についての報告においても，がん・非がん
ともに終末期の利用者において，清潔や排泄，食
事・栄養のケアや指導，医療的ケアが 8 割以上で
行われており，本研究の対象および看護内容の傾
向と類似したと考えられる．一方で，寝たきり度
や末期診断の有無，医療的状況（別表第 8）を調
整したロジスティック回帰分析においても，訪問
看護開始 2 週間の訪問回数とその後の転帰の関連
が見られており，利用者の ADL や医療的状況に
関わらず，初期の集中的な介入の必要性が示唆さ
れた（表 4）．訪問回数の多い対象で「創傷・皮
膚のケア」が多い傾向は，特別訪問看護指示の要
件である「真皮を超える褥瘡」に該当する対象者
が含まれたことが考慮される．また，「家族への
対応」も 7 回以上群で多く，ADL の介助や医療
的ニーズが高いために家族への対応を要すること
が考えられた．先行研究では，退院後の再入院は
14 日以内での発生が多く，退院場所への円滑な
移行が重要と報告されている14）．本研究では観察
やアセスメント，精神的なケアがほぼ全例で行わ
れており，療養者に合わせたケアとともに，在宅
療養開始直後の看護師による複数回の観察・アセ

表 4　対象者の入院・施設入所に対する訪問看護開始 2 週間の訪問回数のロジスティック回帰分析

変数名 オッズ比  95% 信頼区間 p 値

訪問開始 2 週間の訪問回数1） 0.93 0.89 〜 0.97 < 0.001

性別（男性 / 女性） 1.23 0.81 〜 1.90 0.33

訪問開始時年齢1） 0.99 0.96 〜 1.02 0.53

末期診断（有 / 無） 0.8 0.47 〜 1.34 0.4

別表第 8 の該当（有 / 無） 0.78 0.47 〜 1.30 0.34

家族対応（有 / 無） 1.26 0.82 〜 1.92 0.28

障害高齢者の日常生活自立度2） 3.53 1.08 〜 11.62 0.04

認知症高齢者の日常生活自立度3） 2.37 0.70 〜 8.02 0.17

N=446．多変量のロバスト主成分分析により補完できなかった 13 名を除外した，

訪問看護利用後経緯が入院・施設入所の場合を 1，それ以外の場合を 0 とした．
1） 単位オッズを示した．
2） 障害高齢者の日常生活自立度評価の「C2」に対する「J1」のオッズ比を示した．
3） 認知症高齢者の日常生活自立度評価の「M」に対する「自立」のオッズ比を示した．
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スメントや密な生活の支援が，再入院を防ぎ在宅
療養に寄与したと考察される．
3．本研究の限界

得られるデータから可能な限りの調整変数を用
い，観察研究に生じる交絡の調整を試みた．在宅
療養継続や看取りには，入院中の状況（入院日数
や治療）や療養に対する希望，家族構成の影響の
報告があるが3）,4）,15），本研究では詳細な疾患の
種類や重症度，退院直後か否か，家族状況などは
十分に変数に組み込むことができなかった．また，
訪問看護回数に対しても，本研究で調整した因子
以外に医師の指示（特別訪問看護指示書の有無も
含む）やケアマネ―ジャーのケアプラン，疾患の
重症度の影響も考慮される．特に対象者の療養場
所の希望や，予期せぬ，もしくは望まない入院・
施設入所であったかどうかは考慮されておらず，
転帰の良し悪しは判断できない．今回，療養継続
の中断を示す 1 つのアウトカムとして入院・施設
入所に焦点を当てた分析を行ったが，双方に至る
理由は，入院では医学的な原因（急変や入院治療
の必要性），施設では介護力などの原因といった
異なる点も想定される．入院・施設入所の理由も
含めた分析が必要と考えられる．また，本研究は
1事業所における検証であり，特に新生物や心疾患，
認知症の利用者に偏りのある結果として解釈する
必要がある．加えて，訪問看護終了者のみのデー
タであり，在宅療養継続中の利用者データは含ま
れないため，訪問看護介入の効果を過少に評価し
た可能性がある．今後は入院施設も含めた包括的
かつ詳細なデータ（入院回数や入院期間など）から，
各疾患の重症度や医療的状況，家族状況も考慮し
たより頑健な分析を行うとともに，初期の頻回な
訪問が必要な対象を明確にする必要がある．

結語
本研究の結果から，高齢療養者における訪問看

護開始後 2 週間の訪問看護回数が，その後の入
院・施設入所に関連することが示唆された．頻回
な訪問看護を要する利用者は ADL が低く，医療
的対応が必要なものが多い傾向があり，家族も含
めた日常生活や医療的ケアの支援が重要と考えら
れる．
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要旨

　デジタル・ケアマネジメントの実践における介護支援専門員の情報把握と IoT 機器から 得たデータとの関連を検証する
ことを目的とした．2 基礎自治体の在宅独居高齢者 38 人を担当する介護支援専門員の情報収集 21 項目について，データ
が情報把握に貢献した割合と 21 項目中のデータ貢献の頻度について，対象者の属性や事業結果との関連を分析した結果，
21 項目すべての情報把握にデータが貢献しており，データ貢献の割合が 90％越える項目が 5 つあった．また，情報把握に
データの貢献があることが介護支援専門員のスキルアップの実感につながっており（p＝0.032），多職種との連携時間と有
意な正の相関を示した（r＝0.515）．
キーワード：デジタル・ケアマネジメント，適切なケアマネジメント手法，情報把握，データ貢献

Characteristics of the Care Managers’Grasping of Information on Digital Care 
Management

Yoshio Suzuki1），Yuko Kida2），Kuniko Terada2），Mihoko Kobayashi3），Shinichi Omine4），Eiko Oura4），Reiko Ishiyama1）

Abstract：
　This study was conducted to verify the relationship between the status of information grasped by care managers in 
digital care management practice and data obtained from IoT devices．Analysis of data from 38 older adults living alone 
at home who participated in the project revealed the following: The percentage of data contributing to the grasping of 
information on 21 items collected by the care managers，and the frequency of data contribution in the 21 items，in relation 
to the attributes of the subjects and the project results，showed that data contributed to the grasping of information in 
all 21 items，and that five items had a percentage of data contribution exceeding 90%．In addition，the contribution of 
data to the grasping of information led to a sense of skill improvement among the care managers（p=0.032） and 
showed a significant positive correlation with the time spent collaborating with multiple professions（r=0.515）．
Keywords：digital care management，appropriate care management methods，grasping information，contributing data
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はじめに
近年，独居高齢者の割合増加に伴い1），在宅高

齢者支援における単身世帯の生活状況の把握が課
題となっている2）．特に認知症の独居高齢者世帯
の増加が指摘されており3），中島ら4）は，居宅介
護支援事業所の介護支援専門員は，独居認知症高
齢者に対する在宅生活継続支援に困難性を感じて
いると報告している．よって独居高齢者の生活情
報を如何に把握し，適切な支援に繋げていけるか
が重要な課題となっている．

厚生労働省は，2021 年より LIFE（Long-term 
care Information system For Evidence）を通
じてデータ収集と分析を推進しており5），介護領
域における情報通信技術（Information and 
Communication Technology things：ICT）の活用
や Internet of Things（以下，IoT）の導入が注
目されている6）．在宅高齢者への支援に IoT 機器
を導入することによる効果検証は，海外で複数
認められている．Baig ら7）は，IoT アプリケー
ションは，自立生活の支援，高齢者の転倒の減
少，慢性的な疾病や状態変化の早期発見などに寄
与する可能性が示唆されたとしている．また，
Carnemolla8）は，人感センサーなどの IoT 機器
が高齢者の定住化を促進する重要な役割を果たす
可能性が示されているとレビューしている．

国内においても，IoT 技術をケアの現場に用い
た研究は多数報告されているものの，どれも施設
入居者を対象とした研究9～11）であり，在宅の高
齢者を対象とした実証研究はほぼ認めることがで
きない．このような中，2019年度より，パナソニッ
クホールディングス株式会社（以下，パナソニッ
ク HD 社）と国内 2 基礎自治体との間で，「IoT
機器を活用した高齢者の在宅介護を支える『デジ
タル・ケアマネジメント』の効果検証」12,13）が開
始された．同検証では IoT 機器データの収集・
分析において，2016 年から開発が始まった「適
切なケアマネジメント手法」14）の考え方を採用し
ている．適切なケアマネジメント手法は，介護支
援専門員の経験知を共有し，想定される支援を体系
化したものであり，利用者の尊厳を保持しながら個
別的な支援を提供することを目的としている14）．

なお，本研究におけるデジタル・ケアマネジメ

ントとは，IoT 機器から収集されたデータを活用
して適切なケアマネジメント手法の実践を支援す
ることと操作的に定義する．

目的
本研究の目的は，デジタル・ケアマネジメント

の実践における介護支援専門員の情報把握の状況
と IoT 機器から得た客観的データとの関連を検
証することである．

方法
本研究は，パナソニック HD 社と実証フィール

ドである国内 2 基礎自治体における「デジタル・
ケアマネジメントの効果検証」（以下，IoT 事業）
について，2021 年度から 2023 年度の 3 年間の検
証結果を分析したものである．
1．研究対象者

IoT 事業に参加した 38 人（自治体 A：29 人，
自治体 B：9 人）の在宅独居高齢者（以下，利
用者）および家族と担当介護支援専門員を対象
とした．
2．研究デザインとデータ収集方法

IoT 事業は，比較対照群を設定しない単群前向
き介入研究であった．実証期間は特定の 12 週間
であり，支援に導入された IoT 機器（利用者宅
に設置）は，パナソニック HD 社製の人感セン
サー，開閉センサー，ホームネットワーク機器，
Planex社製の環境センサーであった．各センサー
によって，対象者の生活行動（ベッドからの離床，
台所やトイレへの移動，外出・帰宅など）をモニ
タリングし，状況によって支援内容の変更が検討
された．データは，パナソニック HD 社のサーバ
に収集され，24 時間のセンサログが表やグラフ
に加工されて担当介護支援専門員に提供された．
実証開始時と終了時に利用者と家族および介護支
援専門員へアンケート調査を行った．
3．分析項目

本研究では，IoT 事業で検証された項目のうち，
検証フィールド，実証年度，利用者基本情報（年
齢，性別，認知症の有無，要介護度）と介護支援
専門員の基本情報（主任介護支援専門員資格の有
無，基礎資格，経験年数，適切なケアマネジメン
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ト手法基本ケア研修受講の有無：以下，研修受講
の有無）および介護支援専門員へのアンケート調
査結果（実証終了時）について分析した．

アンケート調査結果における分析項目は，支援
内容の変化の有無，（支援内容を変えた場合の）
利用者の状態変化の有無，ケアプラン変更の有無，
事業を通したスキルアップの実感の有無，利用者
宅への訪問時間（分 /1 カ月間），利用者の情報収
集に費やした時間（分 /1 カ月間），多職種との連
携に要した時間（分 /1 カ月間），情報収集項目（実
証終了時）とした．

情報収集 21 項目は，適切なケアマネジメント
手法において介護支援専門員が収集すべきとされ
ている「基本ケアのためのアセスメント項目」で
ある．回答は，「データのみで把握できた」「デー
タを参考にし，聴取 ･ 目視等人が確認することで
把握できた」「聴取 ･ 目視等人のみで把握できた」

「いずれでも把握できず」「把握は不要と判断した」
の 5 件法とした．
4．分析方法

検証フィールド，実証年度，利用者基本情報，
介護支援専門員の基本情報，情報収集項目 21 項
目に対する回答結果を単純集計した．情報収集項
目 21 項目の単純集計は，「データのみで把握でき
た」「データを参考にし，聴取 ･ 目視等人が確認
することで把握できた」「聴取 ･ 目視等人のみで
把握できた」の回答を「把握できた」に統合し，
各項目についてその割合を算出した．さらに，「把
握できた」のうち，「データのみで把握できた」

「データを参考にし，聴取 ･ 目視等人が確認する
ことで把握できた」の回答を「データ貢献あり」
に再分類し，「把握できた」に対する割合を算出
した．割合算出の際，「把握は不要と判断した」
の回答は分母から除外した．

次に，各介護支援専門員における情報収集項目
21 項目の中で「データ貢献あり」の回答を合計（以
下，「データ貢献あり」頻度）し，他の分析項目
との関連を Mann-Whitney の U 検定，Kruskal-
Wallis 検定，Spearman の順位相関係数によって
検証した．

さらに，支援内容の変化ありと回答した者につ
いては，支援内容の具体的な変化と支援内容を変

えた理由について，自由記述より抽出し，記述内
容からグループ分けした．

分析には SPSS Statistics Ver.29 を用い，有意
水準は 5％とした．
5．倫理的配慮

本研究は国際医療福祉大学倫理審査委員会の承
認を得て実施された（承認番号：20-Ig-187）．介
護支援専門員へは文書を用い調査前に口頭で説明
を行い，説明後に同意書に署名を取得した．利用
者と家族へは，当該事業者，地域職能団体，パナ
ソニック HD 社，国際医療福祉大学大学院の 4 者
連名による文書を用いて，担当介護支援専門員が
利用者・家族へ説明し，署名にて同意を得た．

結果
基礎項目と参加者属性の単純集計は，表 1 のと

おりであった．また，情報収集項目 21 項目の単
純集計の結果について，「把握できた」の割合が
最も高かった項目は「尿便意はあるかの把握」が
100％であり，すべての介護支援専門員が情報を
把握していた（表 2）．さらに，「把握できた」の
うち「データ貢献あり」の割合については，「一
日の生活リズムの把握」が「データ貢献あり」
100％であり，情報を把握したすべての介護支援専
門員が，情報把握にデータを利用していた（表 2）．
また，「排泄回数の把握」（97.3％），「睡眠休息時
間の把握」（97.3％），「日中，離床して過ごして
いるかの把握」（97.3％），「昼夜逆転はないかの
把握」（97.2％）などの項目は，データの貢献度
が高かった（表 2）．一方で，「咬合の状況の把握」

（14.3％），「口腔内は衛生的に保たれているかの
把握」（17.1％）などの項目は，データ貢献度が
低かった（表 2）．

次に，「データ貢献あり」頻度と各分析項目と
の関連を検証した結果を表 3 に示す．実証年度
では，2022 年度が 2023 年度に比して「データ貢
献あり」頻度が有意に高かった（p＝ 0.037）．また，
スキルアップの実感の有無では，スキルアップの
実感ありが実感なしに比して「データ貢献あり」
頻度が有意に高かった（p＝ 0.032）．また，有意
差は認めなかったものの，「支援内容の変化の有
無」では「変化あり / なし」が「25 人 /13 人」，「利
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用者の状態変化の有無」では「変化あり / なし」
が「20 人 /5 人」と，変化ありの回答が多数を占
めた．
「データ貢献あり」頻度と利用者の年齢，要介

護度，利用者宅への訪問時間，利用者の情報収集
に費やした時間，多職種との連携に要した時間と
の相関関係の検証では，多職種との連携に要した
時間のみが有意な正の相関を示した（p < 0.001）．
相関係数（r）は 0.515 であり，中等度の相関を
認めた（表 3）．

さらに，支援内容の変化ありの回答結果につ
いて，具体的な支援内容の変化と支援内容を変
えた理由についての自由記述を分類した結果，

「1. サービスの変更と追加」「2. 体調および服薬管
理」「3. 生活環境の改善」「4. その他」の 4 つに大
別された（表 4）．

考察
1．情報収集項目各 21 項目のデータ貢献

本研究の結果より，IoT 機器から得られる事実
に基づいた客観的データが，介護支援専門員によ
る利用者の生活情報把握に貢献していたことが明
らかとなった．特に，「一日の生活リズムの把握」

「排泄回数の把握」「睡眠休息時間の把握」などの
項目は，情報把握におけるデータの貢献度が高
かった．IoT 機器を用いた高齢者支援の先行研究
においても，睡眠状況の把握10）や，夜間の活動
状況を把握する11）といった，主にセンサリング技
術を用いて連続的な対象の活動状況の把握が報告
されている．しかし，これら先行研究における
IoT 機器は，見守りセンサーとしての役割が大き
く，機器から得たデータをケアマネジメントへ活
かすところまでは検証されていない．本研究の結

表 1　基礎項目および参加者の属性（単純集計） n=38

基礎項目 度数 ％

地域 自治体 A 29 76.3

自治体 B 9 23.7

実証年度 2021 年度 12 31.6

2022 年度 19 50

2023 年度 7 18.4

利用者の属性 平均値（± SD） Max Min 介護支援専門員の属性＊ 主任介護支援専門員資格 あり 26 68.4

年齢 86.2 ± 6.9 102 73 なし 12 31.6

度数 ％ 基礎資格 看護師・准看護師 4 10.5

性別 男性 11 28.9 介護福祉士 22 57.9

女性 27 71.1 社会福祉士 7 18.4

認知症の有無 あり 25 65.8 精神保健福祉士 5 13.2

なし 13 34.2 経験年数 1 年未満 2 5.3

要介護度 要支援 1 4 10.5 1 〜 3 年未満 1 2.6

要支援 2 6 15.8 3 〜 5 年未満 2 5.3

要介護 1 14 36.8 5 年〜 7 年未満 2 5.3

要介護 2 12 31.6 7 年〜 10 年未満 8 21.1

要介護 3 2 5.3 10 年以上 23 60.5

＊：年度をまたいで参加（2 名）、年度内で 2 症例を担当（1 名）がいる

日本在宅医療連合学会誌 第 6 巻・第 1 号 2025 年 2 月

22



果から，生活リズムや離床・睡眠状況など，通常
のアセスメントやモニタリングでは連続的に観察
することが難しい項目は，IoT 機器から得られる
データが有用な情報として扱われた可能性を示す
ものと考える．これにより，介護支援専門員は，
利用者の生活行動の変化を早期に把握し，必要に
応じた支援を提供することが可能となることが期
待される．

一方で，「咬合の状況の把握」など，直接的な
観察や聴取が必要な項目については，データから

の情報としての付加価値は低いため，介護支援専
門員の自身による直接的な観察や目視・聴取が重
要である．
2．各分析項目との関連要因

各分析項目と「データ貢献あり」頻度との関連
については，2023 年度のデータ数が 2022 年度に
比較して少なく，個別のデータが年度全体に影響
した可能性が考えられる．

利用者の基本情報および介護支援専門員の属性
とデータ貢献の関連については，すべての項目で

表 2　情報収集 21 項目における把握状況およびデータ貢献の割合 n=38

把握できた データ貢献あり＊

度数 割合（％） 度数 割合（％）

1 水分摂取のタイミングの把握 28 73.7 18 64.3

2 水分摂取量の把握 28 73.7 12 42.9

3 食事の回数の把握 33 86.8 21 63.6

4 食事の量の把握 27 71.1 9 33.3

5 必要な栄養を摂取しているかの把握 24 63.2 8 33.3

6 ご自身で薬の管理をしているかの把握 30 78.9 7 23.3

7 飲み残しなく服薬しているかの把握 33 86.8 9 27.3

8 歯や義歯の手入れはしているかの把握 33 86.8 8 24.2

9 咬合の状況の把握 28 73.7 4 14.3

10 口腔内は衛生的に保たれているかの把握 35 92.1 6 17.1

11 尿便意はあるかの把握 38 100.0 26 68.4

12 適切なリズムで排泄しているかの把握 37 97.4 33 89.2

13 排泄回数の把握 37 97.4 36 97.3

14 排泄内容（何が，どれぐらい）の把握 28 73.7 18 64.3

15 昼夜逆転はないかの把握 36 94.7 35 97.2

16 睡眠休息時間の把握 37 97.4 36 97.3

17 日中，離床して過ごしているかの把握 37 97.4 36 97.3

18 一日の生活リズムの把握 37 97.4 37 100.0

19 洗面所や浴室は衛生的かの把握 32 84.2 8 25.0

20 外出の有無と時間の把握 36 94.7 32 88.9

21 家族や他者との交流状況の把握 32 84.2 19 59.4

＊：「把握できた」と回答したうちのデータが貢献した度数と割合
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表 3　各項目と「データ貢献」あり頻度との関連

「データ貢献あり」頻度

度数 中央値
第 1 四
分位数

第 2 四
分位数

相関係
数（ r ）

p 値

全体 38 11.0 8.0 12.3 − −
実証フィールドa 自治体 A 29 11.0 8.0 15.0 − 0.919

自治体 B 9 11.0 9.0 15.0 −
実証年度b 2021 年度 12 12.0 9.0 15.0 − 0.037

2022 年度 19 12.0 8.0 15.0 −
2023 年度 7 9.0 7.0 10.0 −

利用者基本情報
利用者の性別a 男性 11 10.0 8.0 14.0 − 0.634

女性 27 11.0 8.0 15.0 −
利用者の年齢c M（SD）：86.2（± 6.9） 38 − − − −0.104 0.545
認知症の有無a あり 25 12.0 8.0 15.0 − 0.125

なし 13 10.0 7.0 12.0 −
要介護度c 38 − − − −0.173 0.298

介護支援専門員基本情報
主任介護支援専門員資格a あり 26 11.0 8.0 14.5 − 1.000

なし 12 11.0 8.0 15.0 −
基礎資格b 看護師・保健師 4 14.0 9.0 15.0 − 0.129

介護福祉士 22 11.0 8.0 12.0 −
社会福祉士 7 12.0 9.0 15.0 −
精神保健福祉士 5 7.0 7.0 10.0 −

経験年数b 1 年未満 2 10.0 − − − 0.581
1 〜 3 年未満 1 10.0 − − −
3 〜 5 年未満 2 11.0 − − −
5 年〜 7 年未満 2 11.5 − − −
7 年〜 10 年未満 8 9.0 7.0 11.0 −
10 年以上 23 11.0 8.0 15.0 −

研修受講a あり 26 11.0 8.0 15.0 − 0.424
なし 7 11.0 9.0 12.0 −

介護支援専門員のアンケート結果
支援内容の変化a あり 25 10.0 8.0 12.0 − 0.178

なし 13 12.0 8.0 15.0 −
利用者の状態変化a あり 20 11.0 8.0 15.0 − 0.336

なし 5 9.0 9.0 10.0 −
ケアプランの変更a あり 14 9.5 8.0 12.0 − 0.118

なし 17 12.0 9.0 15.0 −
スキルアップの実感a＊ あり 22 10.5 8.0 15.0 − 0.032

なし 4 7.5 7.0 8.0 −
利用者宅への訪問時間（分 /1 か月間）c M（SD）：68.2（± 42.3） 38 − − − 0.272 0.099
利用者の情報収集に費やした時間（分 /1 か月間）c M（SD）：57.8（± 50.3） 38 − − − 0.187 0.261
多職種との連携に要した時間（分 /1 か月間）c＊ M（SD）：51.3（± 51.1） 27 − − − 0.515 <0.001

M：平均値，SD：標準偏差
a：Mann-Whitney の U 検定， b：Kruskal-Wallis 検定， c：Spearman の順位相関
＊：2022 年度，2023 年度のみ
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有意な差を認めなかった．先行研究15,16）におい
て，ケアマネジメントの困難性に「独居」である
ことに加え「認知症」が関係することが認められ
ている．IoT 事業のように IoT 機器を用いたセン
シングは，独居かつ認知症の高齢者の生活状況把

握において有効となることが期待されるが，本研
究の結果では，データの貢献度は利用者の属性に
は影響されなかった．これは，データの貢献度を
21 項目における「データ貢献あり」の度数に求
めたため，21 項目それぞれの特性や特徴を反映

表 4　支援内容の変化とその理由における記述内容の分析結果

具体的な支援内容の変化 支援内容を変えた理由

1. サービスの変更と追加

1-1a. ショートステイのサービス利用を追加した 1-1b. 家族のショートステイ希望のため

1-2a. 栄養・水分を摂るために，ヘルパーとデイの増回 1-2b. �低栄養が懸念され摂れていなかった朝食を召し上がっ
て頂くため．詳細不明だった口腔ケアをデイサービス
で行うようにした．昼夜逆転傾向あり，予防と居場所
づくりのため，デイの増回と本人の役割を作った

1-3a. デイの増回 1-3b. �食事と水分摂取量が不明瞭，バランスの良い食事と水
分摂取機会確保のため

1-4a. デイサービスを外した 1-4b. �本人は徘徊がないことが立証できたこと，またおそら
く入浴していることが分かったため

1-5a. デイサービス利用頻度が２回から３回に変更になった 1-5b. �訪問詐欺被害に遭う（未遂）頻度が高くなってきたため，
在宅頻度を減らした方が良いとの判断のため

1-6a. 入浴支援を週 1 回から 2 回に増回した． 1-6b. 自宅で入浴出来ていないことがデータで分かったため

2. 体調および服薬管理

2-1a. �生活リズム，排尿リズムを確認でき，医師へ情報提供
でき，処方薬に結びついた

2-1b. 睡眠不足があったため

2-2a. �内服介助のための訪問介護の増回，食事・水分摂取の
セッティング・促し

2-2b. �内服と食事・水分は以前から課題となっていたが，人
の介入が必要という事が分かり，ご家族とも意見の一
致があったため

2-3a. 内服支援を増回 2-3b. 服薬管理が難しかったため

3. 生活環境の改善

3-1a. �ヘルパーに対して，ペットボトルを何本かテーブル上
に準備してから退出するなどの支援内容を変えること
を提案した

3-1b. �日中のモニタリングのみでは見えなかった部分として，
自分では冷蔵庫を開けて水分摂取をしないことや，声
掛けをしないと水分摂取ができないことが分かったため

3-2a. ご家族の支援によりガスコンロを撤去 3-2b. 火事の危険があったため

3-3a. 通いでの夕食対応や夕方の訪問サービスを新たに追加 3-3b. �就寝時間が早く夜間の外出に繋がっている様子があり，
就寝時間を遅らせ，生活のリズムを整えるため

3-4a. �代行での買い物支援を本人と一緒に行く支援に変更，
買い物の内容も見直した

3-4b. �外出の機会を作り運動量を増やすこと，たんぱく質を
多く含む補食を購入するため

3-5a. 朝の訪問サービスを安否確認から身体介護に変更した 3-5b. �毎朝失禁していることが増え，モーニングケアが必要
になったため

4. その他

4-1a. �プランについては変更ないが，具体的な確認ポイント
を共有した

4-1b. �本人の自己申告だった部分が確認を取れるようになった
こと，併せて確認が具体的にできるようになったため

4-2a.�更新の時期と胃瘻造設の時期が重なり，訪問看護サー
ビスの内容について胃瘻の管理を追加した

4-2b. 胃瘻造設のため
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できていなかったことが要因と考えられる．一方
で，具体的な支援内容の変化をみると，本人の訴
えの真偽が確認できた，という趣旨の記述があり，
聴取のみの情報収集ではなく，データによって本
人の発言に裏付けを持つことができたと考える．

次に，介護支援専門員のアンケート結果とデー
タ貢献の関連について，有意な差を示した項目に
着目すると，「データ貢献あり」の頻度が高い介
護支援専門員ほど，スキルアップの実感が高いこ
とが明らかとなった．これはデータを用いた客観
的な指標が含まれる情報把握が，介護支援専門員
のスキル向上に寄与する可能性を示唆するものと
考える．教育現場における主観的評価と客観的評
価の関係性に関する先行研究17）において，客観
評価の優位性が指摘されており，本研究おいても，
IoT 機器から得られる客観的な指標が，情報把握
を通してケアマネジメントの質に影響を与える可
能性は否定できない．

さらに，データ貢献度が多職種連携時間との間
で有意な正の相関を示したことについては，事実
に基づく客観的なデータを伴う情報共有が，職種
間の連携の活発化に寄与する可能性を示唆するも
のと考える．訪問看護師と介護支援専門員との連
携に関する先行研究18,19）において，両職種とも
に情報の共有化に困難性を感じており，かつ訪問
看護師側がよりその傾向が強いことが報告されて
いる．よって IoT 機器から得られた客観的な事
実に基づく利用者の状態把握が，介護支援専門員
からの他職種への情報共有に促進因子として作用
したことが推察される．これは，［2-1a. 生活リズ
ム，排尿リズムを確認でき，医師へ情報提供でき，
処方薬に結びついた］（表 4）という具体的な支
援内容の変化の記述からも裏付けられるものと考
える．

一方で，「データ貢献あり」頻度との間に有意
な差はみられなかったものの，支援内容の変化お
よび利用者の状態変化があったとする回答が半
数を超えていたことについては，客観的な事実
に基づく生活情報の把握がなされたことにより，
支援の内容に変化が生じ，さらには利用者の状
態変化にも繋がった可能性が示唆される．具体
的な支援内容の変化の記述においても，［1-6b. 自

宅で入浴できていないことがデータで分かった
ため］［3-3b．就寝時間が早く夜間の外出に繋がっ
ている様子があり，就寝時間を遅らせ，生活のリ
ズムを整えるため］（表 4）などの記述からみら
れるように，データによってのみ把握される情報
が，支援内容変更の根拠となっている可能性が示
唆された．
3．本研究の課題と展望

本研究の課題として，まず，検証フィールドが
限定されており結果の一般化は困難である．また，
分析対象とした項目は開始時との比較を行ってい
ないため，実際にデータがあることによって，情
報収集がどのように変化したかについては明らか
にできない．さらに，居宅介護支援における情報
把握とは，そもそも情報収集が目的ではなく，得
られた情報をどのように適切な支援に結び付ける
か，そして利用者および家族の Well-being にい
かに貢献させるかが本旨である．本研究では結果
の指標の多くを介護支援専門員のアンケートに委
ねているため，利用者側の評価を分析の中心に置
くことが，今後必要となってくると考える．また，
従来の人による目視や聴取では知り得ない IoT
機器からの情報が「利用者のできないことを探す」
ことに繋がる危険性と，本来知り得ない情報を知
り得たことへの責任に留意する必要がある．さら
に，利用者側への配慮として，Yusif ら20）は，テ
クノロジーに対するネガティブな高齢者の受け止
めが IoT 技術導入の障壁になっており，これら
の障壁を取り除く必要性を指摘している．今後，
我が国において，デジタル・ケアマネジメントの
実践を進める中で，重要な課題であると考える．

結語
IoT 機器から得られた事実に基づく客観的デー

タが，介護支援専門員が行う独居高齢者に対する
情報把握に貢献していることが明らかとなった．
また，情報把握におけるデータの貢献度は，介護
支援専門員のスキルアップの実感と多職種連携の
活発化に関連していることが示唆された．
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Case Report

要旨

　施設入居中の 88 歳男性患者において，訪問診療医の依頼によって眼科医が往診を実施．手術適応の白内障と診断，手術
を専門機関で実施し，術後フォローアップを遠隔診療でおこなった症例を報告する．ポータブル眼科医療機器と遠隔診療
を活用することで施設でも眼科診療が可能であり，施設高齢者の眼科診療における新しい可能性を示している．
キーワード：白内障，遠隔診療，訪問診療

Abstract：
　We report a case of an 88-year-old male resident of a care facility who was diagnosed with cataracts requiring 
surgery during a home visit．The surgery was performed at a specialized institution，and postoperative follow-up was 
conducted via telemedicine．By utilizing portable ophthalmic medical devices and telemedicine，ophthalmic care can be 
provided within care facilities，highlighting a new possibility for delivering ophthalmic care to elderly residents in such 
settings.
Keywords：cataract，telemedicine，home medical care
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　はじめに
高齢者施設入居症例は，加齢等が原因で眼科疾

患の有病率が高いことが知られている1）．白内障
はその代表的なものであり，視機能障害より，
QOL に大きな影響を与える．しかし，施設入居
者は医療機関への通院が困難であるため，適切な
診断や治療を受ける機会が限られている．この問
題の解決策が，ポータブル眼科医療機器と遠隔診
療であり，小型で持ち運びが容易なポータブル眼
科医療機器による検査と，専門医による遠隔診療
によって施設内での眼科診療が可能となり，専門
医が遠隔地からでも診断や治療の指示を行うこと
が可能となった2）．

今回，手術加療が必要な白内障症例を訪問診療
の医師が眼科専門医と連携することで，診断から
手術，アフターケアまでを行った一例を経験した
ので報告する．

症例
症例は特別養護老人ホーム入居中の 88 歳日本

人男性，既往と内服は高血圧のみ，ADL は車椅子．
施設にて訪問診療を実施している主治医が「最
近見づらくしている」ということを患者から聴取．

「遠くも近くも見えにくい」を主訴に眼科専門医
が往診を実施．初診往診時に，両眼に中等度の白
内障を認め，手術適応・術前検査のため，眼科受
診となった．

眼科受診時には，視力：RV（右眼視力）= 0.1
（n.c.）（裸眼視力；0.1，矯正不能），LV（左眼視
力）= 0.4（n.c.）（裸眼視力；0.4，矯正不能），眼
圧：19.0・20.0mmHg（右・左）（正常値 10.0 〜
21.0）であり，前眼部には NS3/3 の白内障（図 1，
NS；核白内障重症度 0 〜 5 の 6 段階），眼底には
両眼黄斑ドルーゼン（眼底の黄斑部に形成される
黄色沈着物，加齢黄斑変性と関連）を認め，視野
検査において両眼に非特異的な視野障害が認めら
れた（図 2）．右眼の視機能低下に対し，手術希
望あり手術の方針となった．

手術は右眼の超音波乳化吸引術＋眼内レンズ挿
入術が選択され，型通り，後嚢破損なく無事に術
終了．また，本症例は施設入居中の白内障症例
が往診にて発見された貴重な症例のため，症例
報告としてまとめる旨，手術同意を得た段階で
文書同意を取得した．術後経過観察は施設で行
う方針となった．術後 14 日目が内科主治医の訪
問診療日であり，同日に視能訓練士による細隙
灯顕微鏡検査が実施された（図 3，図 4）．視力：
RV = 0.6（0.8xS + 0.50D x C-2.50DAx15°）（裸眼
視力；0.6，矯正視力；0.8，S；+ 0.50D の遠視 ,C；
-2.50D の乱視と乱視軸 15 度），右眼眼圧：16.0（正
常値 10.0 〜 21.0）mmHg であり，眼科専門医に
よる遠隔診療の結果，前房内炎症を認めず，抗
菌薬・ステロイド・NSAIDs 点眼継続の方針と
なった．

R L

図 1　眼科受診時の前眼部所見
視力：RV（右眼視力）= 0.1（n.c.）（裸眼視力；0.1，矯正不能），LV（左眼視力）= 0.4（n.c.）

（裸眼視力；0.4，矯正不能），眼圧：19.0・20.0mmHg（右・左） （正常値 10.0 〜 21.0）であり，前眼部には両眼 NS3 の白
内障 （NS；核白内障重症度 0 〜 5 の 6 段階）が認められた．
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図 2　眼科受診時の眼底所見と視野検査所見
両眼 黄斑ドルーゼン（眼底の黄斑部に形成される黄色沈着物 , 加齢黄斑変性と関連）を認め，視野検査において両眼に非特
異的な視野障害が認められた．

図 3　手術後の往診時の診察風景
術後 14日目の訪問診療日，視能訓練士が画像ファイリングつきの手持ち細隙灯顕微鏡（Smart Eye Camera; 株式会社 OUI, 
東京）を用い，症例の対象眼の前眼部を撮影．この診察方法で撮影された動画が，眼科専門医に送られ，遠隔診療が実施さ
れた．

R L

図 4　手術後の往診時の前眼部所見
術後 14日目の訪問診療日の前眼部所見．前房内炎症を認めず，眼内レンズが適切に挿入されていることが確認された．
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遠隔診療は，内科主治医の訪問時に実施され，
主治医が画像ファイリングつきの手持ち細隙灯
顕微鏡（Smart Eye Camera；株式会社 OUI，東
京）を用い，症例の対象眼の前眼部を撮影．撮影
はスリット光を用いて実施された．ファイリング
内の機能である眼科専門医との遠隔診療プラット
フォームを用い，眼科専門医に術後所見のコンサ
ルテーションを行った．眼科専門医からの術後所
見データはテキストデータで迅速に内科主治医に
共有された．

本来は，術後 14 日だけでなく，術後翌日や 7
日後，28 日後などに術後合併症検索や視機能に
関する検査を行う必要があるが，特別養護老人
ホーム入居中で，身寄りのないいわゆる「社会的
孤立者」であったため，最低限の術後検査を希望
されたため，術後 14 日目でのフォローアップと
なった．今後は，合併症が出ない限り，内科主治
医の訪問診療日に同様の遠隔診療を用いた経過観
察を継続する．

考察
特別養護老人ホーム入居中の症例に対し，主治

医と眼科専門医の連携により手術適応の白内障を
発見，眼科専門医の手により手術が実施され，術
後フォローを訪問診療と遠隔診療によって実施し
た症例を経験した．

白内障自体は，高齢者に頻発する疾患であり，
白内障手術は実施により視機能の向上が期待でき
る画期的な手術であるが，白内障手術そのものは
特に新しい技術ではなく，大量の手術が行われて
いる．しかし，先進国である我が国においても，
眼科における医療格差は少なくはなく，事実，離
島・過疎地や在宅現場における眼科診療は十分提
供されているとはいえない3）．事実，在宅症例の
全数調査を行った結果，平均 85 歳の訪問診療を
受けているコホートにおいて，半数以上が白内障
手術を未実施であり，1/3 が急性緑内障発作のリ
スクを有する浅前房を合併する重度の白内障で
あった4）．

白内障手術は，眼科専門医のなかで最も基本と
なる手術であり，世界的に手技が確立している手
術の一つである8）．例えば術後合併症である眼内

炎の割合は 0.02% と非常に安全が確立されてお
り，実際本症例のように後嚢破損なく手術終了し
た症例の安全性が確立されている5）．一方で，適
切な術後経過観察が必須であり，本症例のように
社会的な理由で実施不可能であった，術後早期の
頻回の経過観察を実施する体制や啓発が重要であ
る．

また，本症例は ADL や基礎疾患などの詳細な
背景を評価していない．そのため，Barthel 
Index など，ADL を評価するための指標評価を
実施していない6）．白内障手術後に歩行速度改善
など ADL が向上した既報は認めるものの７），施
設患者を対象とした体系的な報告は少なく，今後，
本症例のような施設居住症例における白内障手術
の有用性を検討する必要がある．

通信技術の発展や医療機器の進化により，遠隔
診療を用いた，前眼部における眼科の病診連携（あ
るいは診療所間連携）の報告は多数あり2）,8），海
外に目を向けてみると，海外の先進国では遠隔診
療が我が国より発展していることからも，今後眼
科のように高齢者が罹患する疾患が多い，診療科
中心に遠隔診療が発展すると考えられる . 他にも
人工知能（AI）を用いた診断補助ツールなどが
開発されており，緊急性の高い疾患など，専門医
が存在しない現場でも判断できるような世界が期
待できる10）．

本症例は，ポータブル眼科医療機器と遠隔診療
を活用することで，高齢者施設入居者に対しても
質の高い眼科診療が提供できることを示してお
り，高齢者医療の新しい標準となり得る可能性を
持つ．
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豊田市における訪問看護師によるエコー活用の取り組み
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 Activity Report

要旨

　訪問看護師によるエコーの活用により，患者の状態が可視化され，ケアの質の向上が期待される．しかし，訪問看護師
がエコーを実践するためには，さまざまな教育や現場でのサポート，さらには地域を含めた包括的な取り組みが必要である．
本報告では，エコーを用いた排泄ケアを実践するため，自施設の訪問看護師にポケットエコーを導入し，さらに豊田市内
の訪問看護ステーションにも活動の輪を広げた活動を紹介する．
キーワード：訪問看護師，ポケットエコー，地域医療人材育成

Abstract：
　The use of ultrasound by home-visiting nurses is expected to enhance the quality of care by enabling visualization of 
patients’anatomy．To ensure home-visiting nurses can use ultrasound effectively，several measures are required，
including educational programs，on-site support，and comprehensive community initiatives．This report presents a 
case in which pocket ultrasound devices were introduced to home-visiting nurses at a local community hospital，allowing 
them to provide improved excretion care．Moreover，these activities have been extended to home-visit nursing stations 
in Toyota City.
Key Words：home-visiting nurse，pocket-sized ultrasound，development of regional healthcare professionals
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背景
近年，看護師による超音波検査（以下，エコー）

が注目されている．看護師がエコーを行うことで，
患者の状態を可視化してアセスメントすることが
可能になり，看護ケアの質の向上が期待されてい
る1）．海外の総説では，看護師や診療看護師によ
るポイント・オブ・ケア超音波が高い精度で実施
できることが示されている2）．国内の訪問看護師
における実態調査は限られるが，あるアンケート
調査では，排泄ケア，体液量の評価，褥瘡の評価
などで現場のニーズが高いとの報告がある3）．し
かし，訪問看護師がエコーを実施することは現場
で十分に認知されておらず，実践するためには課
題も多い3）．そのため，訪問看護師によるエコー
を定着させるためには，教育や現場でのサポート，
さらには地域を含めた包括的な取り組みが必要で
ある，本報告では，エコーを用いた排泄ケアを実
践するため，自施設の訪問看護師に携帯型超音波
装置（以下，ポケットエコー）を導入し，さらに
地域の訪問看護ステーションにも活動の輪を広げ
た事例について紹介する．

活動内容
1．当施設について

豊田地域訪問看護ステーションは，愛知県豊
田市に所在している．2024 年 6 月現在，訪問看
護師数は 17.1 名（常勤換算）で，利用者数は 280
人 / 月，訪問件数は 1,220 件 / 月である．利用者
の主治医となる医師の約 70% は，同じ建物内に
ある豊田地域医療センター総合診療科の医師であ
る．また，豊田訪問看護師育成センター（以下，
育成センター）が院内に併設され，豊田市内の訪
問看護師の人材育成にも注力している．施設内の
各部門は，シームレスな関係性を保ちつつ運営さ
れている．
2．準備～訓練期（2019 ～ 2022 年）

2019 年 5 月，筆者が参加した日本超音波医学
会にて，看護師が排泄ケア領域のエコーを実践し
ている施設があることを知った．当施設でも実施
したいと考えたが，2020 年 1 月からの COVID-19
流行により，実現は困難となった．2021 年 12 月，
日本在宅ケア学会で次世代看護研究所によるエ

コー研修を受講した育成センターの看護師が，エ
コーによって体内が可視化されることで看護アセ
スメントが大きく変化すると感じ，筆者と活動を
進めることとなった．最終目標は，訪問看護師に
よるエコーを地域に普及させることだったが，ま
ずは自施設から取り組むことにした．当院の訪問
看護ステーションで参加を募ったところ，4 名の
訪問看護師が参加を表明し，チームが発足した．

最初の課題は，訪問看護専用のポケットエコー
の確保であった．2022年9月，訪問看護ステーショ
ンが 2 台分のポケットエコーの予算を病院に申請
したが，看護師がエコーを使うという前例がない
ため，病院幹部および豊田市から導入の趣旨や期
待される効果の説明を求められた．筆者らが，病
院長・副院長，市の担当職員に対して取り組みの
意義や具体的な計画を示し，2 カ月後にまず１台
のポケットエコーを購入することができた．

参加した訪問看護師は 15 ～ 25 年の看護経験が
あったが，エコーは全員未経験だった．そのため，
習得の難易度や現場でのニーズを勘案して3,4），
排泄領域のエコーの学習から始めた．教材は，一
般社団法人次世代看護教育研究所が提供する「エ
コーを用いた排泄ケアコース」5）の初級を使用し
た．本コースは，看護師により作成された看護師
のためのカリキュラムであり，膀胱や直腸を中心
に観察するために必要な知識および技術を，事前
の e-learning と半日の講義およびハンズオンで学
ぶものであった（図１）．コースの修了後は，継
続したサポートを行うため，院内のチャットツー
ルを用いてエコーに関する質問や個別の症例を医
師や同僚に相談できるようにした．また，月 1 回，
対面で約 1 時間かけて，印象的な症例の共有や質
疑応答を行う勉強会を設定した（図 1）．
3．実践期（2022 年 11 月～現在）

研修を終え，支援体制を構築し，訪問看護専用
のポケットエコーを用意したことで実践の準備は
整ったように思えた．しかし，現場での 1 例目は
なかなか実施されなかった．理由は，「現場でエ
コーを当てることに自信が持てない」や「どのよ
うに説明してエコーを当てればよいのか分からな
い」というものだった．そのため，エコーを実施
できそうな具体的な場面を想定しながら，利用者
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や家族への声かけをチームで検討した．また習得
した手技を忘れないよう，看護師同士で練習を重
ねた．1 カ月ほど経つと，少しずつ現場でエコー
が行われる機会が増えた．最初は，利用者の尿量
が少ないときの膀胱内尿量の測定や，尿道カテー
テルの閉塞確認などが多かったが，徐々に直腸内
の便貯留の有無の確認も行われるようになった．
現場での実践では，エコーを実施した理由，撮影
した画像，所見，エコーによりケアがどう変化し
たかなどを意識した．そして，できるだけ必要の
ない検査は最小限にするように心がけた．すると
徐々に，不必要な尿道カテーテル交換の減少，摘

便回数の減少，円滑なトイレ誘導などの効果が
報告された．半年以上の実践を経て，4 名全員が
2023 年 7 ～ 12 月に，「排泄ケアコース」の中級

（OSCE）を受験し，合格した．現在は，指導的立
場を目指して全員が上級コースに挑戦している．

2024 年 1 月，育成センターの試行事業として
「地域に向けた携帯型エコーを活用した排泄ケア
の取り組み」を開始した．豊田市内の異なる訪問

1 2

研修

次世代看護教育研究所による
「エコーを用いた排泄ケアコース」
を採用．

訪問看護専用のポケットエコーを
使用．院内のチャットツールを
用いて相談できる．

月に1回，平日の業務後に勉強会を
実施．病例の共有や質疑応答による
知識のアップデートを行う．

実践 定期勉強会

3

図 1　自施設での取り組みの様子

図 2　多施設による合同勉強会の様子

コース修了後のエコー実施数
（修了後，1カ月後時点）

0～5 件
50%
n=3

 6～10 件
33%
n=2

15～20 件
17%
n=1

図 3　コース修了後のエコー実施数
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看護ステーションから 6 名の訪問看護師（うち 5
名が管理者）が受講した．受講者は同じく最初に，

「エコーを用いた排泄ケアコース」初級・中級を
履修した．その後，各自の施設で実践してもらい
ながら，前述の月 1 回の勉強会を平日業務後に合
同で行っている（図 2）．受講後のアンケートでは，
実施回数に差は見られたものの（図 3），全員が「業
務に役立っている」と回答した．特に，エコーを
用いることでアセスメントのための判断材料が増
えたことや，根拠を持って利用者に状況を説明で
きるようになった点が評価された．本事業は今後
も継続予定となっている．
4．今後の展望と課題

訪問看護師によるエコーの導入後，利用者や家
族，医療者からは，「体内の状況がよく理解でき
た」，「根拠のある情報が方針の決定に役に立った」

など，感謝や肯定的な意見が多く寄せられている．
しかし，エコーが実施できる看護師はまだ少なく，
効果の検証には更なる症例の蓄積や分析が必要で
ある．

また，学習方法や装置へのアクセスも大きな課
題である．知識や技術を学べるセミナーや教材は
増加しているが，現場での支援体制の構築は難し
い．限られた資源を地域で共有することが重要で
ある．また，ポケットエコーの価格は低下傾向に
あるが，訪問看護ステーションが自前で購入する
には依然として高額であり，そのために実践が途
絶えてしまうケースも存在する．今後，訪問看護
師が現場でエコーを使うことの価値が証明され，
診療報酬など制度面からもこうした課題の支援が
進むことに期待したい．

着想

• 他施設で看護師がエコーを活用している取り組みを知る．
• 文献検索や， 既に実施している経験者から話を聞いて情報収集を行う．
• 育成センターの看護師がエコー研修を受講し， 自施設でも実践しようという機運が高まる．

2019年

2022年

2023年

2024年

• 総合診療科医師と訪問看護育成センターの看護師でプロジェクトを立ち上げる．
• 自施設の訪問看護師から参加メンバーを公募する．（4名応募あり）
• 看護専用のポケットエコーの予算を申請し， 購入．

• 次世代看護研究所の「エコーを用いた排泄ケアコース」初級受講．
• 院内のチャットツールを用いた情報共有システムを構築（以後継続）．
• 月１回， 平日業務後に勉強会（約１時間）を開始（以後継続）．

• 次世代看護研究所の「エコーを用いた排泄ケアコース」中級受講し， 全員合格．
• 学会発表（在宅医療連合学会や慢性便秘エコー研究会など）や広報活動を行う．

• 次世代看護研究所の「エコーを用いた排泄ケアコース」上級受講中
　（2024.7現在， 1名が修了）．
• 豊田市訪問看護師育成センター施行事業として市内の訪問看護師を対象に育成を開始
　（現在， 6名修了）．
• 2024年度下半期に， 第2回を計画中．

発展期

実践期

訓練期

準備期

図 4　活動の変遷
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まとめ
エコー未経験の訪問看護師が排泄エコーを実践

し，地域の訪問看護師の育成に繋げられた活動に
ついてまとめた（図 4）．今後も継続して地域の
訪問看護師と一緒にエコーを学び，利用者に還元
できる体制づくりを目指していきたい．本報告が，
現場でエコーを使う訪問看護師が増える一助とな
れば幸いである．

謝辞

本活動にご尽力いただいた豊田市役所地域包括ケ
ア企画課，豊田地域医療センター在宅支援センター，
また，活動にご参加いただいた地域の訪問看護師の
皆様に心から感謝申し上げます．
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